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Ⅰ 計画策定の趣旨、位置付け 

１ 計画策定の趣旨 

平成 25 年 12 月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱

化基本法」が公布・施行され、平成 26 年 6 月には国土強靱化基本法に基づき、国土強靱化に関する

国の他の計画等の指針となる「国土強靱化基本計画」が策定されました。 

国土強靱化基本法では、その第 13 条に「都道府県又は市町村は、国土強靭化に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、当該都道府県又は市町村の区域における国土強靭化に関する施策の推

進に関する基本的な計画（以下「国土強靭化地域計画」という。）を、国土強靭化地域計画以外の国土

強靭化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定めることができる。」と

規定されており、岩手県においても、国全体の国土強靱化施策との調和を図りながら、県の強靱化を推

進する指針として「岩手県国土強靱化地域計画」を策定しています。 

 大槌町においても、平成 23 年３月 11 日の東日本大震災津波、平成 28 年の台風第 10 号、令和元年

の台風第 19 号等、近年、大規模自然災害が多数発生しており、被害を最小限にとどめる備えを平時か

ら行うことが重要となっています。 

大槌町では、国土強靭化基本計画及び岩手県国土強靭化地域計画との調和を図りながら、いかなる災

害が発生しても、「魅力ある人を育て、新しい価値を創造し続けるまち」であり続け、「致命的な被害

を受けない強さ」と「速やかに回復するしなやかさ」を持った安全・安心な地域社会の構築に向け、「大

槌町国土強靭化地域計画」を策定しました。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、国土強靱化基本法第 13 条に基づく国土強靱化地域計画として策定するものであり、

「第９次大槌町総合計画」及び「大槌町地域防災計画」等と調和・連携を図りながら、大槌町におけ

る国土強靱化施策を推進する上での指針として位置付けるものです。 

なお、具体な取組は、第９次大槌町総合計画実施計画で明らかにします。 

 

３ 計画期間 

  本計画の計画期間は、第９次大槌町総合計画前期基本計画と整合性を図るため、令和３年度から令

和５年度までの３年としています。令和６年度からは、第９次大槌町総合計画後期基本計画と一体的

に策定するため、令和５年度に見直しをするものとします。 
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Ⅱ 基本的な考え方 

   

国土強靱化基本計画及び岩手県国土強靱化地域計画を踏まえて、大槌町における強靭化を推進する

うえでの、「基本目標」、「事前に備えるべき目標」及び「基本的な方針」を設定しました。 

 

１ 基本目標 

  いかなる自然災害等が発生しようとも、以下の４項目を基本目標として、強靭化の取組を推進しま

す。 

（１）町民、地域、行政の連携により、人命の保護が最大限図られる 

（２）行政、地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される 

（３）町民の財産及び公共施設の被害の最小化が図られる 

（４）迅速な復旧・復興を可能にする 

 

 

２ 事前に備えるべき目標 

大槌町における災害史を考慮し、基本目標に対するより具体的な目標として、以下の８項目を事前

に備えるべき目標として設定します。 

 （１）人命の保護を最大限図る 

 （２）救助・救急、医療活動が迅速に行われる 

 （３）必要不可欠な行政機能を確保する 

 （４）必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 

 （５）経済活動を機能不全に陥らせない 

 （６）必要最低限のライフライン等を確保するとともに、早期復旧を図る 

 （７）制御不能な二次災害を発生させない 

 （８）社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する 
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３ 基本的な方針 

基本目標及び事前に備えるべき目標の実現に向け、以下の視点をもって強靭化に取組みます。 

 

 （１）大槌町強靭化に向けた取組姿勢 

  ・東日本大震災津波をはじめとする各種災害の教訓を踏まえるとともに、長期的な視野に立って計

画的に取り組む。 

  ・町民、地域、行政の連携を強化することにより、災害に強い地域づくりを進めるとともに、地域

の活力を高める。 

 

 （２）適切な施策の組み合わせ 

  ・ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせ、効果的に施策を推進する。 

  ・「自助」「共助」及び「公助」の連携、協力により施策を推進する。 

  ・非常時だけでなく、平常時に有効活用できる対策となるよう工夫する。 

 

 （３）効率的な施策の推進 

  ・人口減少、少子高齢化等による町民生活の変化を踏まえた、効率的な町政運営を図る。 

  ・施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資する施策を推進する。 

 

 （４）大槌町の特性に応じた施策の推進 

  ・地域の特性に応じた地域コミュニティや地域経済の強靭化を推し進めるとともに、地域における

強靭化の担い手が活動しやすい環境を整えるよう努める。 

  ・東日本大震災津波の経験、教訓を踏まえた施策を推進する。 
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Ⅲ 大槌町の地域特性とリスク 

１ 大槌町の地域特性 

（１）地理・地形 

  大槌町は、三陸海岸のほぼ中央に位置し、東西約 23km、南北約 21km、面積は約 200 ㎦となってい

ます。西に北上山系を背負い、標高 1,173ｍの白見山を最高とする標高 700ｍ～1,000ｍの山嶺が西側

の町境に連なり、標高 610ｍの鯨山が沿岸部北側の町境となっています。 

  東は太平洋に接し、リアス海岸により V 字型の大槌湾、船越湾によって屈曲に富んだ海岸線となっ

ていますが、北上山系が海岸線まで伸びているため平野部が少なく、森林面積が約 84％を占めていま

す。 

  三陸の沖合は、黒潮（暖流）と親潮（寒流）、津軽暖流（暖流）の３つの海流が近接することによっ

て、良好な漁場が形成され、「世界三大漁場」の一つである北西太平洋海域に含まれます。 

  主要河川は大槌川（12.5ｋｍ）及び小鎚川（11.8ｋｍ）で互いに並行して北西から南東に流れ大槌湾

に注いでいますが、大槌町の市街地はこれら両河川の河口部に発達し、その他の集落も両河川に沿っ

て、または海岸沿いの狭い平地に形成されてきました。 

 

（２）気候 

  町の気候は、内陸部の大陸性気候とは異なる、海洋性気候のため寒暖の差が少なく、四季を通じて温

暖で 平成 27 年から平成 29 年まで の年間平均気温は 11.6 となっています。また、降水量は夏から

秋にかけて多く、冬（積雪量を含む）は少ないです。 

 

（３）人口 

  大槌町の総人口は、昭和 54 年の 21,307 人をピークに 40 年間減少を続けており、平成 27 年の国勢

調査の際には 11,759 人と、平成 22 年の 15,276 人から 3,517 人（23.0％）減少し、非常に高い減少率

となっています。高齢化率は、平成 27 年には 34.1％と全国平均の 26.6％を 7.5 ポイント上回ってお

り、平成 37 年には 40％を超えると想定され、少子高齢化が進展すると予想されています。 
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２ 想定される自然災害 

  過去に大槌町及び周辺市町で発生した大規模な災害、並びに今後発生が想定されている災害を、「想

定される自然災害」として、下記のとおり整理しました。 

 

（１） 地震 

（２） 津波 

（３） 風水害・土砂災害 

（４） 雪害 

（５） 林野火災  
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《参考》過去に発生した災害及び今後発生が想定されている自然災害の概要 

１ 過去に発生した災害 

 
自然災害 概要 

(1) 地  震 

東北地方太平洋沖地震（東日本大震災津波）【H23.3.11】 

【規模】M9.0 / 最大震度７ / 津波痕跡高最大 13.7ｍ 

【被害】死者・行方不明者数 1,286 人 / 家屋被害 4,375 棟 

産業被害額 217.33 億円 / 公共施設被害額 578.64 億円 

(2) 津  波 
東北地方太平洋沖地震（東日本大震災津波）【H23.3.11】 

同 上 

(3) 
風水害・ 

土砂災害 

台風第 19号【H30.10.12～H30.10.13】 

【被害】家屋被害 37 棟 / 農林水産業被害額 1.06 億円 
 

台風第 10号【H28.8.30】 

【被害】家屋被害 71 棟 / 商工・観光産業被害額 0.79 億円 

農林水産業被害額 3.87 億円 

(4) 雪  害 

平成 30 年大雪【H30.2.6】 

【被害】停電 300 戸 / 大槌小国線通行止め 

 

平成 26 年大雪【H26.2.14～H26.2.16】 

【被害】停電 29 戸 / 大槌小国線通行止め 

(5) 林野火災 

城山の林野火災【H23.3.11～H23.3.16】 

【被害】焼損 約 65ha 
 

尾崎の林野火災【H29.5.8～H29.5.15】（釜石市） 

【被害】焼損 約 413ha 

    

２ 今後発生が想定されている自然災害 

              ※ 国が発表している想定被害のうち、もっとも被害が大きいものを抽出（全国合計値） 

  

 
自然災害 概要 

(1) 地  震 

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震【防災対策推進地域指定】 

【想定規模】M7.6～8.6 / 津波高 10ｍ～20ｍ以上 

【想定被害※】死者 2,700 人 / 建物被害 21,000 棟 

        経済被害 1 兆 3,000 億円 

(2) 津  波 
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震【防災対策推進地域指定】 

同 上 
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３ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定 

「Ⅱ 基本的な考え方」の「２ 事前に備えるべき目標」で設定した８つの目標ごとに、大槌町の

地域特性、国土強靱化基本計画及び岩手県国土強靱化地域計画を踏まえ、以下の 27 項目の「起きて

はならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を設定しました。 

 

 ●事前に備えるべき目標と起きてはならない最悪の事態 

目標１：人命の保護を最大限図る 

 
 

1-1 地震等による建築物の大規模倒壊や火災による死傷者の発生（二次災害を含む） 

1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

1-4 大規模な土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 

1-5 暴風雪や豪雪等に伴う死傷者の発生（二次災害を含む） 

目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われる 

 
 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 自衛隊、警察、消防等の被災・エネルギー途絶等による救助・救急活動の絶対的不足 

2-4 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による

医療機能の麻痺 

2-6 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理等による、被災地における疫病・感染症等の大規模

発生、並びに被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

目標３：必要不可欠な行政機能を確保する 
 
 

3-1 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下及び治安の悪化、社会の混乱 

目標４：必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 

 
 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

目標５：経済活動を機能不全に陥らせない 

 
 

5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下 

5-2 食料等の安定供給の停滞 
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目標６：必要最低限のライフライン等を確保するとともに、早期復旧を図る 

 
 

6-1 電気・石油・ガス・車両燃料等のエネルギー供給機能の長期停止 

6-2 上下水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 基幹的交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

目標７：制御不能な二次災害を発生させない 

 
 

7-1 防災施設の損壊・機能不全 

7-2 有害物質の拡散・流出による国土の荒廃 

7-3 農地・森林・河川等の被害による国土の荒廃 

目標８：社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する 

 
 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

8-2 
復興を担う人材等の不足や、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事

態 

8-3 地盤沈下等が広域・長期にわたり、復興が大幅に遅れる事態 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰

退・損失 

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 
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４ 施策分野の設定 

  国土強靱化基本計画及び岩手県国土強靭化地域計画における施策分野を参考に、前項で定めた起き

てはならない最悪の事態（リスクシナリオ）を避けるために必要な施策分野として、統合・組み換え

等を行い、６つの個別施策分野と３つの横断的分野を設定しました。 

 

 

 （１）個別施策 

    Ａ 行政機能・消防 

    Ｂ 住宅・都市 

    Ｃ 保健医療・福祉 

    Ｄ 産業 

    Ｅ 交通・物流 

    Ｆ 環境・国土保全 

 

 （２）横断的分野 

    Ｇ 官民連携・リスクコミュニケーション 

    Ｈ 人材育成・防災教育 

    Ｉ 老朽化対策 
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《参考》施策分野とリスクシナリオの対比表 

施策分野 

対応するリスクシナリオ 

目標１ 目標２ 目標３ 目標４ 目標５ 目標６ 目標７ 目標８ 

Ａ 

行政機能・ 

消防 

1-1 

1-2 

1-3 

1-4 

1-5 

2-1 

2-2 

2-3 

2-4 

2-6 

3-1 
4-1 

4-2 
5-2 

6-1 

6-2 
7-1 8-5 

Ｂ 

住宅・都市  2-2  4-2 5-1   8-3 

Ｃ 

保健医療・ 

福祉 

 
2-5 

2-6 
     8-2 

Ｄ 

産業     
5-1 

5-2 
 7-3  

Ｅ 

交通・物流  

2-1 

2-2 

2-5 

  5-1 
6-2 

6-3 
 8-3 

Ｆ 

環境・ 

国土保全 

1-3      
7-2 

7-3 

8-1 

8-3 

8-4 

8-5 

Ｇ 

官民連携・ 

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

1-1 

1-2 

1-3 

1-4 

2-1 

2-3 
3-1 4-2  6-2  

8-1 

8-2 

8-4 

Ｈ 

人材育成・ 

防災教育 

1-1 

1-2 

1-3 

1-4 

1-5 

 3-1 4-2    
8-2 

8-4 

Ｉ 

老朽化対策 1-1 

2-1 

2-3 

2-4 

3-1   6-2 7-1 8-3 
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Ⅳ 脆弱性評価及び対応策 

１ 脆弱性評価の考え方 

 「強靱」とは「強くてしなやか」という意味であり、国土強靱化とは、国土や経済、暮らしが、い

かなる大規模自然災害が発生しても、「致命的な被害を負わない強さ」と「速やかに回復するしなや

かさ」を持つことです。 

国土強靱化基本法第９条においては、「強靱性」の反対語である「脆弱性」を分析・評価すること

（以下「脆弱性評価」という。）は、国土強靱化に関する施策を策定し、効果的、効率的に推進して

いく上で必要不可欠なプロセスとされており、国土強靱化基本計画においても、脆弱性評価の結果を

踏まえた施策の推進方策が示されています。 

 大槌町においても、本計画策定に関し、国や県が実施した評価手法等を参考に、主に第９次大槌町

総合計画で取り組んでいる施策を中心に脆弱性評価を実施しました。 

 

２ 脆弱性評価の視点 

  前章で定めた 27 の起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）ごとに、町が取り組んでいる

現行施策について、推進状況や課題等を整理し、事態の回避に向けた対応力について、評価を行いま

した。 

 

３ リスクシナリオ別の脆弱性評価・対応策 

  起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）ごとに、その脆弱性評価結果と第９次大槌町総合

計画実施計画を基とした大槌町が取り組むべき対応策を整理しました。 

  次ページから、左側の黄色い表に脆弱性評価結果、右側の青い表にその対応策を記載しています。

ここで記載する対応策が、本町の強靱化に関する取組の方向性を示すものとなります。 
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目標１ 人命の保護を最大限図る 

1-1 地震等による建築物の大規模倒壊や火災による死傷者の発生（二次災害を含む） 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第３章第５節 

震災伝承による防

災文化の醸成 

●東日本大震災津波以降、地域住民間では高い避難意識が保たれているが、時間の経過

とともに低下する恐れがあり、東日本大震災津波の記憶を継承していくことが重要で

ある。 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●住宅再建により町民の居住地域が変化していることから、防災行政無線屋外拡声子局

の適正配置を行う必要がある。 

●防災行政無線の中継局舎設置から約 30年経て、老朽化により無線機器に悪影響を与え

ていることから、局舎の建て替えを行う必要がある。 

●大規模災害発生時に確実な通信手段を確保するため、防災行政無線移動系の整備を行

う必要がある。 

●全戸配備を進めている防災ラジオは、令和４年 12月以降に現在使用しているアナログ

派が使用不可となることから対応が必要となる。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●震災後の自治会活動の活性化に伴い、各地区において避難訓練が行われているが、地

区毎の訓練の練度に差異が生じている。 

●全町一斉避難訓練では自助、共助の観点において実施しているが、訓練後の各種活動

については練度が不十分である。 

●大雨、洪水、土砂災害対応訓練についてはほとんど未実施である。 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

●避難の呼びかけや情報伝達手段の多重化を行い、防災・減災対策の充実を図る必要が

ある。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

●当町の指定避難所は災害の種類によって対応する場所が異なることから、避難誘導を

円滑にするため、公共施設への案内表示を適切に行う必要がある。 

●各指定避難所において、現在対応していない災害にも適応できるよう環境を整えてい

くことが望ましい。 

●消防・救急・救助活動において円滑かつ迅速な業務遂行が行えるよう、的確な出動指

令と効率的な事案活動を行うために各種支援情報を提供し消防力の発揮を図る必要が

ある。 

●消防防災力の向上のために、購入または整備から一定期間を経過する消防車両、設備

及び施設を更新するとともに、適切な維持管理を図る必要がある。 

 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●東日本大震災津波により、新たなコミュニティ形成を支援するとともに、地域におけ

る災害時の対応力を向上するためコミュニティを強化する必要がある。 

●災害時における高齢者への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地域

づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 
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目標１ 人命の保護を最大限図る 

1-1 地震等による建築物の大規模倒壊や火災による死傷者の発生（二次災害を含む） 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【危機管理室】 

自主防災組織の活性化による地域防災力向上事業 

防災活動を自主的かつ組織的に実施する自主防災

組織の結成を促進し、自主防災活動の地域リーダー

の育成に努める。 

 

新規防災士取得人数 

令和元年 ５人 

  ⇒ 令和５年 ５人 

 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

【危機管理室】 

防災訓練実施事業 

自助、共助、公助を有機的に機能させるため、防

災訓練を効果的に実施する。 

 

一斉防災訓練参加人数 

令和元年 597人 

  ⇒ 令和５年 750人 

 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ハード） 

防災行政無線（同報系）の、子局や中継局舎等の

設備を、状況に応じて適正に整備する。 

防災ラジオが使用不能となることに備え、代替設

備を整備する。 

災害発生時等において安全に避難できるように、

避難路の舗装、修繕及び維持管理等を実施する。 

 

―  4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

【震災伝承推進室】 

震災伝承記録事業 

東日本大震災津波の記録を正確に残し、防災対策

として活用できるよう、教訓を後世に伝える。 

 

―  3-5-2 

Ｉ 

老朽化対策 

【全庁】【企画財政課】 

財産管理費事業 

老朽化が進む町有公共施設について、全体を把握

し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命

化などを計画的に行うことにより、公共施設等の最

適な配置が実現するよう努める。 

 

―  5-2-2 

Ａ 

行政機能・

消防 

【消防課】 

防火対策 

老朽化した消火栓や防火水槽の更新、また消防水

利が不足している地域に新たに消防水利を設置し、

災害時にも消防活動を行えるように備える。 

 

―  4-1-4 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

 5-1-1 
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施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

【全庁】 

（誘導案内の整備） 

 必要な誘導案内設備を整備するとともに、既存の

誘導案内設備を適切に維持・管理する。 

 

―  ― 

Ｉ 

老朽化対策 

【釜石大槌地区行政事務組合消防本部】※1 

（消防指令センター・消防救急デジタル無線の更新

整備） 

 通信等が途絶する事態を回避するため、機器の保

守点検を実施し、維持管理に努める。 

 

―  ― 

Ｉ 

老朽化対策 

【釜石大槌地区行政事務組合消防本部】※1 

（消防防災設備の整備） 

 購入から一定期間を経過する消防車両や資機材の

設備を更新するとともに、適切な維持管理を図る。 

 

年度計画による消防車両の

更新※2 

令和２年 ３台 

 ⇒令和７年 10台 

 ― 

※1 釜石大槌地区行政事務組合の事業であり、釜石市と連携し広域的に取り組むもの 

※2 KPIは釜石市と統一 
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・・・・・・・・・・・・・・・（この頁は白紙です）・・・・・・・・・・・・・・・ 
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1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第３章第５節 

震災伝承による防

災文化の醸成 

【再掲 1-1】 

●東日本大震災津波以降、地域住民間では高い避難意識が保たれているが、時間の経過

とともに低下する恐れがあり、東日本大震災津波の記憶を継承していくことが重要で

ある。 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1】 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●住宅再建により町民の居住地域が変化していることから、防災行政無線屋外拡声子局

の適正配置を行う必要がある。 

●防災行政無線の中継局舎設置から約 30年経て、老朽化により無線機器に悪影響を与え

ていることから、局舎の建て替えを行う必要がある。 

●大規模災害発生時に確実な通信手段を確保するため、防災行政無線移動系の整備を行

う必要がある。 

●全戸配備を進めている防災ラジオは、令和４年 12月以降に現在使用しているアナログ

派が使用不可となることから対応が必要となる。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●震災後の自治会活動の活性化に伴い、各地区において避難訓練が行われているが、地

区毎の訓練の練度に差異が生じている。 

●全町一斉避難訓練では自助、共助の観点において実施しているが、訓練後の各種活動

については練度が不十分である。 

●大雨、洪水、土砂災害対応訓練についてはほとんど未実施である。 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

●避難の呼びかけや情報伝達手段の多重化を行い、防災・減災対策の充実を図る必要が

ある。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

●避難誘導を円滑にするため公共施設への案内表示を適切に行う必要がある。 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1】 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●東日本大震災津波により、新たなコミュニティ形成を支援するとともに、地域におけ

る災害時の対応力を向上するためコミュニティを強化する必要がある。 

●災害時における高齢者への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地域

づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 
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1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ソフト） 

土砂災害警戒区域等の住民説明会の実施や、自然

災害に対する防災マップを作成・更新する。 

食料等の災害備蓄品等を確保する。 

事業者と災害物資協定を締結する。 

 

食糧等備蓄数 

令和元年 3500食 

 ⇒ 令和５年 4000食 
 4-1-1 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【危機管理室】 

自主防災組織の活性化による地域防災力向上事業 

防災活動を自主的かつ組織的に実施する自主防災

組織の結成を促進し、自主防災活動の地域リーダー

の育成に努める。 

 

新規防災士取得人数 

令和元年 ５人 

  ⇒ 令和５年 ５人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災訓練実施事業 

自助、共助、公助を有機的に機能させるため、防

災訓練を効果的に実施する。 

 

一斉防災訓練参加人数 

令和元年 597人 

  ⇒ 令和５年 750人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ハード） 

防災行政無線（同報系）の、子局や中継局舎等の

設備を、状況に応じて適正に整備する。 

防災ラジオが使用不能となることに備え、代替設

備を整備する。 

災害発生時等において安全に避難できるように、

避難路の舗装、修繕及び維持管理等を実施する。 

 

― 1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【震災伝承推進室】 

震災伝承記録事業 

東日本大震災津波の記録を正確に残し、防災対策

として活用できるよう、教訓を後世に伝える。 

 

― 1-1 3-5-2 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【全庁】 

（誘導案内の整備） 

 必要な誘導案内設備を整備するとともに、既存の

誘導案内設備を適切に維持・管理する。 

 

― 1-1 ― 
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1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第３章第５節 

震災伝承による防

災文化の醸成 

【再掲 1-1、1-2】 

●東日本大震災津波以降、地域住民間では高い避難意識が保たれているが、時間の経過

とともに低下する恐れがあり、東日本大震災津波の記憶を継承していくことが重要で

ある。 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2】 

●年々激甚化する風水害による河川の増水・氾濫等を防ぐため、河川の計画的な維持管

理が必要である。 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●住宅再建により町民の居住地域が変化していることから、防災行政無線屋外拡声子局

の適正配置を行う必要がある。 

●防災行政無線の中継局舎設置から約 30年経て、老朽化により無線機器に悪影響を与え

ていることから、局舎の建て替えを行う必要がある。 

●大規模災害発生時に確実な通信手段を確保するため、防災行政無線移動系の整備を行

う必要がある。 

●全戸配備を進めている防災ラジオは、令和４年 12月以降に現在使用しているアナログ

派が使用不可となることから対応が必要となる。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●震災後の自治会活動の活性化に伴い、各地区において避難訓練が行われているが、地

区毎の訓練の練度に差異が生じている。 

●全町一斉避難訓練では自助、共助の観点において実施しているが、訓練後の各種活動

については練度が不十分である。 

●大雨、洪水、土砂災害対応訓練についてはほとんど未実施である。 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

●避難の呼びかけや情報伝達手段の多重化を行い、防災・減災対策の充実を図る必要が

ある。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

●避難誘導を円滑にするため公共施設への案内表示を適切に行う必要がある。 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2】 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●東日本大震災津波により、新たなコミュニティ形成を支援するとともに、地域におけ

る災害時の対応力を向上するためコミュニティを強化する必要がある。 

●災害時における高齢者への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地域

づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 
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1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【環境整備課】 

河川維持管理事業 

近年の大雨等による河川の増水に対応できるよ

う、計画的に河川維持管理を行うことで、安全な河

川環境を保ち水災害の減災に努める。 

 

改良対象河川数 

令和元年 ２河川 

 ⇒ 令和５年 ２河川 
 4-1-1 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【危機管理室】 

自主防災組織の活性化による地域防災力向上事業 

防災活動を自主的かつ組織的に実施する自主防災

組織の結成を促進し、自主防災活動の地域リーダー

の育成に努める。 

 

新規防災士取得人数 

令和元年 ５人 

  ⇒ 令和５年 ５人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災訓練実施事業 

自助、共助、公助を有機的に機能させるため、防

災訓練を効果的に実施する。 

 

一斉防災訓練参加人数 

令和元年 597人 

  ⇒ 令和５年 750人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ハード） 

防災行政無線（同報系）の、子局や中継局舎等の

設備を、状況に応じて適正に整備する。 

防災ラジオが使用不能となることに備え、代替設

備を整備する。 

災害発生時等において安全に避難できるように、

避難路の舗装、修繕及び維持管理等を実施する。 

 

― 1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【震災伝承推進室】 

震災伝承記録事業 

東日本大震災津波の記録を正確に残し、防災対策

として活用できるよう、教訓を後世に伝える。 

― 1-1 3-5-2 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【全庁】 

（誘導案内の整備） 

必要な誘導案内設備を整備するとともに、既存の

誘導案内設備を適切に維持・管理する。 

― 1-1 ― 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ソフト） 

土砂災害警戒区域等の住民説明会の実施や、自然

災害に対する防災マップを作成・更新する。 

食料等の災害備蓄品等を確保する。 

事業者と災害物資協定を締結する。 

食糧等備蓄数 

令和元年 3500食 

 ⇒ 令和５年 4000食 

1-2 4-1-1 
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1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3】 

●防災マップ等を活用し住んでいる地域の災害リスクを正しく把握するよう意識醸成を

図る必要がある。 

●年々激甚化する風水害による河川の増水・氾濫等を防ぐため、河川の計画的な維持管

理が必要である。 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●住宅再建により町民の居住地域が変化していることから、防災行政無線屋外拡声子局

の適正配置を行う必要がある。 

●防災行政無線の中継局舎設置から約 30年経て、老朽化により無線機器に悪影響を与え

ていることから、局舎の建て替えを行う必要がある。 

●大規模災害発生時に確実な通信手段を確保するため、防災行政無線移動系の整備を行

う必要がある。 

●全戸配備を進めている防災ラジオは、令和４年 12月以降に現在使用しているアナログ

派が使用不可となることから対応が必要となる。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●震災後の自治会活動の活性化に伴い、各地区において避難訓練が行われているが、地

区毎の訓練の練度に差異が生じている。 

●全町一斉避難訓練では自助、共助の観点において実施しているが、訓練後の各種活動

については練度が不十分である。 

●大雨、洪水、土砂災害対応訓練についてはほとんど未実施である。 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

●避難の呼びかけや情報伝達手段の多重化を行い、防災・減災対策の充実を図る必要が

ある。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

●避難誘導を円滑にするため公共施設への案内表示を適切に行う必要がある。 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3】 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●東日本大震災津波により、新たなコミュニティ形成を支援するとともに、地域におけ

る災害時の対応力を向上するためコミュニティを強化する必要がある。 

●災害時における高齢者への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地域

づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 
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1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【危機管理室】 

自主防災組織の活性化による地域防災力向上事業 

防災活動を自主的かつ組織的に実施する自主防災

組織の結成を促進し、自主防災活動の地域リーダー

の育成に努める。 

 

新規防災士取得人数 

令和元年 ５人 

  ⇒ 令和５年 ５人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災訓練実施事業 

自助、共助、公助を有機的に機能させるため、防

災訓練を効果的に実施する。 

 

一斉防災訓練参加人数 

令和元年 597人 

  ⇒ 令和５年 750人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ハード） 

防災行政無線（同報系）の、子局や中継局舎等の

設備を、状況に応じて適正に整備する。 

防災ラジオが使用不能となることに備え、代替設

備を整備する。 

災害発生時等において安全に避難できるように、

避難路の舗装、修繕及び維持管理等を実施する。 

 

― 1-1 4-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【全庁】 

（誘導案内の整備） 

必要な誘導案内設備を整備するとともに、既存の

誘導案内設備を適切に維持・管理する。 

 

― 1-1 ― 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ソフト） 

土砂災害警戒区域等の住民説明会の実施や、自然

災害に対する防災マップを作成・更新する。 

食料等の災害備蓄品等を確保する。 

事業者と災害物資協定を締結する。 

 

食糧等備蓄数 

令和元年 3500食 

 ⇒ 令和５年 4000食 

1-2 4-1-1 
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1-5 暴風雪や豪雪等に伴う死傷者の発生（二次災害を含む） 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4】 

●防災マップ等を活用し住んでいる地域の災害リスクを正しく把握するよう意識醸成を

図る必要がある。 

●年々激甚化する風水害による河川の増水・氾濫等を防ぐため、河川の計画的な維持管

理が必要である。 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●住宅再建により町民の居住地域が変化していることから、防災行政無線屋外拡声子局

の適正配置を行う必要がある。 

●防災行政無線の中継局舎設置から約 30年経て、老朽化により無線機器に悪影響を与え

ていることから、局舎の建て替えを行う必要がある。 

●大規模災害発生時に確実な通信手段を確保するため、防災行政無線移動系の整備を行

う必要がある。 

●全戸配備を進めている防災ラジオは、令和４年 12月以降に現在使用しているアナログ

派が使用不可となることから対応が必要となる。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●震災後の自治会活動の活性化に伴い、各地区において避難訓練が行われているが、地

区毎の訓練の練度に差異が生じている。 

●全町一斉避難訓練では自助、共助の観点において実施しているが、訓練後の各種活動

については練度が不十分である。 

●大雨、洪水、土砂災害対応訓練についてはほとんど未実施である。 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

●避難の呼びかけや情報伝達手段の多重化を行い、防災・減災対策の充実を図る必要が

ある。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

●避難誘導を円滑にするため公共施設への案内表示を適切に行う必要がある。 
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1-5 暴風雪や豪雪等に伴う死傷者の発生（二次災害を含む） 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【危機管理室】 

自主防災組織の活性化による地域防災力向上事業 

防災活動を自主的かつ組織的に実施する自主防災

組織の結成を促進し、自主防災活動の地域リーダー

の育成に努める。 

 

新規防災士取得人数 

令和元年 ５人 

  ⇒ 令和５年 ５人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災訓練実施事業 

自助、共助、公助を有機的に機能させるため、防

災訓練を効果的に実施する。 

 

一斉防災訓練参加人数 

令和元年 597人 

  ⇒ 令和５年 750人 

1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ハード） 

防災行政無線（同報系）の、子局や中継局舎等の

設備を、状況に応じて適正に整備する。 

防災ラジオが使用不能となることに備え、代替設

備を整備する。 

災害発生時等において安全に避難できるように、

避難路の舗装、修繕及び維持管理等を実施する。 

 

― 1-1 4-1-1 
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目標２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われる 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5】 

●町で管理する災害時用の備蓄品や、消防活動に必要な備蓄を確保する必要がある。 

●各自主防災組織での備蓄品の確保を呼びかける必要がある。 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●震災後の自治会活動の活性化に伴い、各地区において避難訓練が行われているが、地

区毎の訓練の練度に差異が生じている。 

●全町一斉避難訓練では自助、共助の観点において実施しているが、訓練後の各種活動

については練度が不十分である。 

●避難の呼びかけや情報伝達手段の多重化を行い、防災・減災対策の充実を図る必要が

ある。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

 

第４章第３節 

快適な住環境の実

現 

 

●今後想定される地震に対応するため、現在敷設されている老朽水道管を耐震管に更新

する必要がある。 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4】 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●東日本大震災津波により、新たなコミュニティ形成を支援するとともに、地域におけ

る災害時の対応力を向上するためコミュニティを強化する必要がある。 

●災害時における高齢者への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地域

づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 
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活目標２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われる 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｅ 

交通・物流 
【土坂峠トンネル化推進室】 

土坂峠のトンネル化の推進 

 平時の経済活動の活性化と災害時の緊急輸送路と

しての機能強化のため、県道 26号大槌小国線の土坂

峠トンネル化に向け、国・県への要望を継続する。 

 

―  4-4-2 

Ａ 

行政機能・

消防 

【消防課】 

消防機能の維持 

 災害時に消防活動を行ううえで、消防車両等の燃

料は必要不可欠であるため、燃料の備蓄を進めてい

く。また、災害活動の長期化に備え、活動隊員の食

料等の備蓄も併せて進める。 

 

―  4-1-4 

Ｉ 

老朽化対策 

【上下水道課】 

水道施設耐震化事業 

 今後想定される地震等に対応するため、現在敷設

されている老朽管を耐震管に更新し、水道水の安定

供給を図る。 

 

耐震管更新延長 

令和元年 0.4ｋｍ 

 ⇒ 令和５年 1.0ｋｍ 

 4-3-4 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ソフト） 

土砂災害警戒区域等の住民説明会の実施や、自然

災害に対する防災マップを作成・更新する。 

食料等の災害備蓄品等を確保する。 

事業者と災害物資協定を締結する。 

 

食糧等備蓄数 

令和元年 3500食 

 ⇒ 令和５年 4000食 

1-2 4-1-1 
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2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1】 

●災害時に避難施設となる公民館について、建物の適切な維持管理が必要である。 

●当町の大部分が山林であり、災害時に孤立する可能性が高い地域が存在する。 

●町で管理する備蓄品の確保を図る必要がある。 

●各自主防災組織での備蓄品の確保を呼びかける必要がある。 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

 

 

第４章第４節 

利便性の高い交通

ネットワークの整

備 

●町道については、構造物・舗装等の損傷が多くなり、要補修箇所が増加している。 

●橋梁については、2回目の点検及び長寿命化計画の更新を実施し、その後、改修・補修

工事を実施する必要がある。 

●台風等の際の倒木や土砂災害による道路の寸断を予防する必要がある。 

●災害時の交通を円滑に行うため、道路や橋梁等の整備を進める必要がある。 

●道路・線路などが局所的に閉鎖となった場合に、別ルートまたは別の手段による移動

が確保できるよう、交通ネットワークの充実を図る必要がある。 

●町内各地区における区画整理事業や防集事業により整備される団地間を接続させ、利

便性の向上に資するため、面整備と一体的に道路を整備する必要がある。 
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2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

【消防課】 

消防用備蓄の分散配置 

 災害時に孤立地域が発生しても、地域における消

防団の活動能力を維持するため、孤立が予想される

地域に消防車両の燃料等を備蓄する。 

 

―  4-1-4 

Ｂ 

住宅・都市 
【環境整備課】 

社会資本整備総合交付金事業（通常） 

 県道から防災集団移転促進区域へのアクセス道を

整備する。 

 

改良対象路線数 

令和元年 ２本 

 ⇒ 令和５年 1本 
 4-4-1 

Ｅ 

交通・物流 

【環境整備課】 

道路メンテナンス事業 

 安全な道路環境を確保するため、町が管理する道

路（橋梁・トンネル）を計画的に維持・管理する。 

 

改修対象橋梁数 

令和元年 ３橋 

 ⇒ 令和５年 1橋 

 4-4-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

【生涯学習課】 

公民館事業 

 災害時の避難施設となる公民館について、適切に

維持・管理・運営するとともに、安全の確保を最大

限図る。 

 

―  3-1-2 

Ｅ 

交通・物流 

再掲【土坂峠トンネル化推進室】 

土坂峠のトンネル化の推進 

平時の経済活動の活性化と災害時の緊急輸送路と

しての機能強化のため、県道 26号大槌小国線の土坂

峠トンネル化に向け、国・県への要望を継続する。 

 

― 2-1 4-4-2 
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2-3 自衛隊、警察、消防等の被災・エネルギー途絶等による救助・救急活動の絶対的不足 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2】 

●複数の消防屯所の老朽化が進んでおり、統廃合、増改築等を計画していく必要があ

る。 

●少子高齢化に伴う人員の減少等を踏まえ、消防団の組織強化を図る必要がある。 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強

いまちづくりを実現する必要がある。 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

●震災後の自治会活動の活性化に伴い、各地区において避難訓練が行われているが、地

区毎の訓練の練度に差異が生じている。 

●自主防災組織の活動については一定の水準となりつつあるが、活動の顕著な組織とそ

うではない組織間の差が広がりつつある。 

●消防活動に必要な備蓄を確保する必要がある。 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

●消防・救急・救助活動において円滑かつ迅速な業務遂行が行えるよう、的確な出動指

令と効率的な事案活動を行うために各種支援情報を提供し消防力の発揮を図る必要が

ある。 

●消防防災力の向上のために、購入または整備から一定期間を経過する消防車両、設備

及び施設を更新するとともに、適切な維持管理を図る必要がある。 

 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、2-1】 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●東日本大震災津波により、新たなコミュニティ形成を支援するとともに、地域におけ

る災害時の対応力を向上するためコミュニティを強化する必要がある。 

●災害時における高齢者への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地域

づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 
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2-3 自衛隊、警察、消防等の被災・エネルギー途絶等による救助・救急活動の絶対的不足 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｉ 

老朽化対策 

【消防課】 

消防団拠点施設整備事業 

 老朽化した消防屯所等の新築、増改築等をするこ

とで、地域の防災力の向上を図る。 

 

消防屯所整備数 

令和元年 ０棟 

 ⇒ 令和５年 ２棟 

 4-1-4 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

【消防課】 

消防団強化事業 

 消防団員の入団促進を図ると共に、火災・自然災

害・予防啓発等の消防活動上必要となる被服、消防

資機材等を充実することで消防防災体制の強化を図

る。 

 

消防団員数 

令和元年 162名 

 ⇒ 令和５年 168名 

 4-1-4 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【消防課】 

防火対策 

 老朽化した消火栓や防火水槽の更新、また消防水

利が不足している地域に新たに消防水利を設置し、

災害時にも消防活動を行えるように備える。 

 

― 1-1 4-1-4 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【釜石大槌地区行政事務組合消防本部】※1 

（消防指令センター・消防救急デジタル無線の更新

整備） 

 通信等が途絶する事態を回避するため、機器の保

守点検を実施し、維持管理に努める。 

 

― 1-1 ― 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【釜石大槌地区行政事務組合消防本部】※1 

（消防防災設備の整備） 

 購入から一定期間を経過する消防車両や資機材の

設備を更新するとともに、適切な維持管理を図る。 

 

年度計画による消防車両の

更新※2 

令和２年 ３台 

 ⇒令和７年 10台 

1-1 ― 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【消防課】 

消防機能の維持 

 災害時に消防活動を行ううえで、消防車両等の燃

料は必要不可欠であるため、燃料の備蓄を進めてい

く。また、災害活動の長期化に備え、活動隊員の食

料等の備蓄も併せて進める。 

 

― 2-1 4-1-4 

 

※1 釜石大槌地区行政事務組合の事業であり、釜石市と連携し広域的に取り組むもの 

※2 KPIは釜石市と統一 
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2-4 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3】 

●老朽化の進む町有施設の耐災害性を確保する必要がある。 

●災害時に避難施設となる公民館を平時から活用し、地域と協力しながら適切に維持管

理していく必要がある。 
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2-4 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｉ 

老朽化対策 
再掲【全庁】【企画財政課】 

財産管理費事業 

老朽化が進む町有公共施設について、全体を把握

し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命

化などを計画的に行うことにより、公共施設等の最

適な配置が実現するよう努める。 

 

― 1-1 5-2-2 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【生涯学習課】 

公民館事業 

 災害時の避難施設となる公民館について、適切に

維持・管理・運営するとともに、安全の確保を最大

限図る。 

 

― 2-2 3-1-2 
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2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶

による医療機能の麻痺 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第２章第３節 

健康づくりの推進 

●町民に対し、各種検診の受診や生活習慣病の予防をするよう啓発するとともに、健康

相談を行い、病気の早期発見と早期治療を促進し、被災時にも健康を維持できるよ

う、健康意識の向上と健康づくりの充実を図る必要がある。 

●被災時の健康の維持は、避難所での医療の負担軽減に繋がるため、日常的に健康づく

りを図ることが望ましい。 

●健康運動普及推進員の養成や、健康教室等を通じた町民の相互交流を促進し、被災時

におけるコミュニティ形成を支援するとともに、日常からの健康意識の向上を図る。 

 

 

第２章第６節 

医療の充実 

●急な災害時も二次救急に対応できるよう、日頃から関係医療機関との連携を図り、二

次救急医療体制の構築を図る必要がある。 

●休日の災害時でも医療を確保できるよう、医師会等と連携を図り、在宅当番制度等の

休日医療の充実を図る必要がある。 

●近隣市町村の医師会と連携することで、被災地外での治療が可能となるよう図る。 

●近隣の医師会と連携し、被災時における健康管理の安定化を図る。 
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2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶

による医療機能の麻痺 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

健康づくり推進事業 

 運動習慣を基盤とした健康づくりのボランティア

である健康運動普及推進員を養成するとともに、健

康運動普及推進員の資質を向上させる。 

 

健康運動普及推進員養成講

座受講人数 

令和元年 ３人 

 ⇒ 令和５年 15人 

 2-3-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

健康教育事業 

 生活習慣病の予防その他健康に関する事項につい

て、正しい知識の普及を図ることにより、「自らの

健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、健康

増進に資する。 

 

―  2-3-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

健康診査事業 

 メタボリックシンドロームに着目した健康診査を

受診する機会を設けることによって、生活習慣病の

予防を図る。 

 

生活保護受給者の受診者数 

令和元年 ８人 

 ⇒ 令和５年 10人 

 2-3-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

健康相談事業 

 心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指

導及び助言を行い、家庭における健康管理に役立て

る。 

 

―  2-3-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

総合健康づくり事業 

 メタボリックシンドロームや生活習慣病の予防及

び介護予防を推進するための継続した教室を実施し

する。 

 また、教室に参加することで、町民の相互交流及

び運動習慣を身につけるための仲間づくりを促進す

る。 

 

―  2-3-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

第 2次救急医療施設事業 

圏域の救急医療体制を確保するため、関係医療機

関と連携し、二次救急医療の実施を支援する。 

 

休日・夜間救急診療対応日

数 

令和元年 365日 

 ⇒ 令和５年 365日 

 2-6-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

在宅当番・救急医療情報提供実施事業 

 圏域の休日の医療体制を確保するため、釜石市・

釜石医師会・釜石歯科医師会と連携し、初期救急医

療の実施を支援する。 

 

休日・夜間救急診療対応日

数 

令和元年 365日 

 ⇒ 令和５年 365日 

 2-6-1 

Ｅ 

交通・物流 

再掲【土坂峠トンネル化推進室】 

土坂峠のトンネル化の推進 

平時の経済活動の活性化と災害時の緊急輸送路と

しての機能強化のため、県道 26号大槌小国線の土坂

峠トンネル化に向け、国・県への要望を継続する。 

 

― 2-1 4-4-2 
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2-6 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、被災地における疫病・感染症等の大

規模発生、並びに被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第２章第３節 

健康づくりの推進 

【再掲 2-5】 

●避難所での感染症のまん延を防ぐため、予防接種の接種率の向上を図る必要がある。 

●町民に対し、各種検診の受診や生活習慣病の予防をするよう啓発するとともに、健康

相談を行い、病気の早期発見と早期治療を促進し、被災時にも健康を維持できるよ

う、健康意識の向上と健康づくりの充実を図る必要がある。 

●健康運動普及推進員の養成や、健康教室等を通じた町民の相互交流を促進し、被災時

におけるコミュニティ形成を支援するとともに、日常からの健康意識の向上を図る。 

 

 

第２章第６節 

医療の充実 

【再掲 2-5】 

●急な災害時も二次救急に対応できるよう、日頃から関係医療機関との連携を図り、二

次救急医療体制の構築を図る必要がある。 

●休日の災害時でも医療を確保できるよう、医師会等と連携を図り、在宅当番制度等の

休日医療の充実を図る必要がある。 

●近隣市町村の医師会と連携することで、被災地外での治療が可能となるよう図る。 

●近隣の医師会と連携し、被災時における健康管理の安定化を図る。 

 

 

第３章第２施 

地域へと広がる魅

力的な学びの場づ

くり 

●就学児童の要サポート数が年々増加することから、スクールソーシャルワーカーをは

じめ福祉課や関係機関と連携し、学校と家庭が繋がる支援をしていくことが重要であ

る。 

●東日本大震災津波の経験から、災害時は子どもの心的ストレスの増加が懸念されるた

め、こころの健康を保つ体制構築が必要である。 

 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4】 

●感染症等拡大防止措置を講じた避難所運営に努め、受入れ体制の整備など公助として

の役割を果たす必要がある。 
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2-6 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、被災地における疫病・感染症等の大

規模発生、並びに被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

インフルエンザ予防接種助成事業 

 毎シーズン流行するインフルエンザについて、予

防接種に係る費用を助成することで、重症化防止、

集団での感染防止を図る。 

 

子育て世代への助成率 

令和元年 63.31％ 

 ⇒ 令和５年 100％ 

 2-3-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【保健福祉課】 

予防接種事業 

 予防接種法に基づき、定期予防接種を実施するこ

とにより、感染症の発症を予防し、症状の軽減をは

かる他、感染症のまん延防止を図る。 

 

―  2-3-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【学務課】 

スクールカウンセラー活用事業 

 スクールソーシャルワーカーを各学園に派遣し必

要な支援につなげるとともに、必要に応じて未就学

児施設や高等学校とも連携し、子どもたちのケアを

図る。 

 

サポートを要しない児童生

徒率 

令和元年 71.9％ 

 ⇒ 令和５年 83％ 

 3-2-2 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【危機管理室】【保健福祉課】 

避難所等の感染症対策 

 町民にとって安全で安心な避難環境を整えるた

め、避難所内の感染症対策を講じ、まん延を防ぐ。 

 

―  4-1-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

再掲【保健福祉課】 

在宅当番・救急医療情報提供実施事業 

圏域の救急医療体制を確保するため、関係医療機

関と連携し、二次救急医療の実施を支援する。 

 

休日・夜間救急診療対応日

数 

令和元年 365日 

 ⇒ 令和５年 365日 

2-5 2-6-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

再掲【保健福祉課】 

第 2次救急医療施設事業 

 圏域の休日の医療体制を確保するため、釜石市・

釜石医師会・釜石歯科医師会と連携し、初期救急医

療の実施を支援する。 

 

休日・夜間救急診療対応日

数 

令和元年 365日 

 ⇒ 令和５年 365日 

2-5 2-6-1 
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目標 3 必要不可欠な行政機能を確保する 

3-1 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下及び治安の悪化 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第２章第４節 

高齢者支援の推進 

●行政の被災による高齢者の支援体制の停止に備え、協働による高齢者のケアや支援の

ための体制を平時から構築していく必要がある。 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

 

 

第３章第５節 

震災伝承による防

災文化の醸成 

【再掲 1-1、1-2、1-3】 

●東日本大震災津波以降、地域住民間では高い避難意識が保たれているが、時間の経過

とともに低下する恐れがあり、東日本大震災津波の記憶を継承していくことが重要で

ある。 

 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2】 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

 

 

第４章第３節 

快適な住環境の実

現 

【再掲 2-1】 

●下水道の整備により、都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、公共用水域の

水質保全に資するため、概成に向けて効率的な整備を進める必要がある。 

●漁業集落排水処理施設の整備により、漁業集落等における生活環境の改善や防災安全

の確保等、公共用水域の水質保全に資するため、概成に向けて、復興事業と整合を図

り効率的な整備を進める必要がある。 

●経過年数の長い施設から点検及び調査を実施し、下水道や漁業集落排水の各施設の機

能強化、長寿命化対策を図る必要がある。 

 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、2-1、2-3】 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●東日本大震災津波により、新たなコミュニティ形成を支援するとともに、地域におけ

る災害時の対応力を向上するためコミュニティを強化する必要がある。 

●災害時における高齢者への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地域

づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 

 

 

第５章第３節 

成果を重視した行

政運営の構築 

●情報基盤の故障に備え、各種の行政機能のデジタル化を図る必要がある。 

●平時の運営から災害時に至るまで、行政職員一人一人の能力向上は不可欠であり、継

続的に研修等を実施する必要がある。 
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目標 3 必要不可欠な行政機能を確保する 

3-1 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下及び治安の悪化 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

【総務課】 

行政手続きデジタル化推進事業 

 行政手続きのデジタル化を推進し、役場庁舎が被

災しても、被災していないコンビニ等を通じてクラ

ウドサーバーから証明書発行ができる環境を整え

る。 

 

庁外で完結できる行政手続

数 

令和元年 ０種 

 ⇒ 令和５年 ６種 

 5-3-3 

Ａ 

行政機能・

消防 

【総務課】 

職員能力開発研修事業 

 災害時、職員の初動は重要であり、職員の能力向

上が求められることから、職員研修を実施する。 

 

職員研修実施回数 

令和元年 ４回 

 ⇒ 令和５年 ７回 

 5-3-2 

Ａ 

行政機能・

消防 

【総務課】 

庁内情報基盤整備事業 

 災害による町民への避難誘導の情報発信等への影

響を防ぐため、住民サービスに不可欠な庁内の情報

システムを適正に維持し運用する。 

 

基幹系システム稼働率 

(計画停止を除く) 

令和元年 99.9％ 

 ⇒ 令和５年 99.9％ 

 5-3-3 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

【長寿課】 

地域ケア会議推進事業 

 地域で抱える問題について検討し、新たなサービ

スの構築や、広域的な支援体制の整備を図り、地域

における自立支援の推進に繋げる。 

 

会議開催数 

令和元年 62回 

 ⇒ 令和５年 69回 

 2-4-2 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【文化活動交流施設】 

大槌町震災伝承プラットフォーム構築事業 

 東日本大震災津波の被災と復興に係る地域体験の

伝承を推進し、その経験の風化を防止することによ

り、災害時の行政機能の低下による地域社会の混乱

の最小化を図る。 

 

震災語り部の育成数 

令和元年 0人 

 ⇒ 令和５年 15人 

 3-5-2 

Ｉ 

老朽化対策 

【上下水道課】 

漁業集落排水処理事業 

 漁業集落排水処理施設の長寿命化のため、耐用年

数を踏まえた定期的な点検と予防保全を図る。 

近年の集中豪雨等を踏まえ、施設を耐水化する。 

 

―  4-3-5 

Ｉ 

老朽化対策 

【上下水道課】 

公共下水道事業 

 公共下水道施設の長寿命化のため、耐用年数を踏

まえた定期的な点検と予防保全を図る。 

近年の集中豪雨等を踏まえ、施設を耐水化する。 

 

―  4-3-5 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 
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施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【消防課】 

防火対策 

 老朽化した消火栓や防火水槽の更新、また消防水

利が不足している地域に新たに消防水利を設置し、

災害時にも消防活動を行えるように備える。 

 

― 1-1 4-1-4 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【上下水道課】 

水道施設耐震化事業 

 今後想定される地震等に対応するため、現在敷設

されている老朽管を耐震管に更新し、水道水の安定

供給を図る。 

 

耐震管更新延長 

令和元年 0.4ｋｍ 

 ⇒ 令和５年 1.0ｋｍ 

2-1 4-3-4 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【生涯学習課】 

公民館事業 

 災害時の避難施設となる公民館について、適切に

維持・管理・運営するとともに、安全の確保を最大

限図る。 

 

― 2-2 3-1-2 
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・・・・・・・・・・・・・・・（この頁は白紙です）・・・・・・・・・・・・・・・ 
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目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、2-6、3-1】 

●防災行政無線を含めた情報伝達手段の多重化を図る必要がある。 

●住宅再建により町民の居住地域が変化していることから、防災行政無線屋外拡声子局

の適正配置を行う必要がある。 

●防災行政無線の中継局舎設置から約 30年経て、老朽化により無線機器に悪影響を与え

ていることから、局舎の建て替えを行う必要がある。 

●大規模災害発生時に確実な通信手段を確保するため、防災行政無線移動系の整備を行

う必要がある。 

●全戸配備を進めている防災ラジオは、令和４年 12月以降に現在使用しているアナログ

派が使用不可となることから対応が必要となる。 

●中央公民館（城山）には防災行政無線の設備が設置してあり、役場庁舎が被災した際

には代わって情報を発信する場所となるため、耐災害性を求められている。 

 

 

第４章第３節 

快適な住環境の実

現 

【再掲 2-1、3-1】 

●携帯電話等は日常の連絡手段として用いられていることはもちろんのことであるが、

災害時など重要な連絡手段であり、今後見込まれる IoTの活用には不可欠な設備であ

るため、携帯電話等の無線通信機器が利用できない地域の解消を進めていく必要があ

る。 

●光ファイバー網を利用したインターネットサービスの利用が一般化してきており、防

災や災害情報の取得にインターネット環境は重要な通信インフラとして位置づけられ

る。そうした中で民間事業者が光ファイバー網を整備しない地域があり、そうした地

域との情報通信格差を解消し、防災・災害情報をインターネットを介して入手できる

よう、光ファイバー加入を促進していく必要がある。 

●地域情報化計画に基づき、防災・災害時の情報取得に不可欠であるケーブルテレビ設

備やインターネット用光ファイバー設備の適切な維持管理を継続していく必要があ

る。また、近年の激甚化する風水害による被害への対応や耐用年数を迎える機器の更

新、日々進歩を続ける新たな情報通信技術への対応、発災時にケーブルの断線等に伴

う情報通信機能の停止を防ぐために整備した経路の２ルート化などの強靭化が求めら

れる。 

 

 

第５章第３節 

成果を重視した行

政運営の構築 

 

【再掲 3-1】 

●情報基盤の故障に備え、各種の行政機能のデジタル化を図る必要がある。 
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目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

【総務課】 

携帯電話等エリア整備事業 

 災害時の移動通信機器の重要度が増しているた

め、必要な設備の整備を行い、携帯電話等の無線

通信機器を利用できるようにする。  

 

携帯電話等エリア外の世帯

数 

令和元年 69世帯 

 ⇒ 令和５年 28世帯 

 4-3-3 

Ａ 

行政機能・

消防 

【総務課】 

光ファイバー加入促進事業 

 インターネットを利用した災害情報の入手が一

般化してきており、その重要度は増しているが、

町内には民間事業者が光ファイバーを敷設してい

ない地域が有るため、その縮小を図る。 

 

インターネット施設加入率 

令和元年 41％ 

 ⇒ 令和５年 45％ 

 4-3-3 

Ａ 

行政機能・

消防 

【総務課】 

地域情報通信基盤施設整備事業 

 インターネットの利用や、地上波テレビの受信

に必要不可欠な通信インフラであるケーブルテレ

ビ設備やインターネット用光ファイバー設備を、

被災時にも安定して使用できるようにするため、

適切に維持管理する。 

 

CATV サービス稼働率(計画

停止を除く) 

令和元年 99.7％ 

 ⇒ 令和５年 99.7％ 

 4-3-3 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ハード） 

防災行政無線（同報系）の、子局や中継局舎等

の設備を、状況に応じて適正に整備する。 

防災ラジオが使用不能となることに備え、代替

設備を整備する。 

災害発生時等において安全に避難できるよう

に、避難路の舗装、修繕及び維持管理等を実施す

る。 

 

― 1-1 4-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【生涯学習課】 

公民館事業 

 災害時の避難施設となる公民館について、適切

に維持・管理・運営するとともに、安全の確保を

最大限図る。 
 

― 2-2 3-1-2 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【総務課】 

庁内情報基盤整備事業 

 災害による町民への避難誘導の情報発信等への

影響を防ぐため、住民サービスに不可欠な庁内の

情報システムを適正に維持し運用する。 

 

基幹系システム稼働率 

(計画停止を除く) 

令和元年 99.9％ 

 ⇒ 令和５年 99.9％ 

3-1 5-3-3 
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4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動

や救助・支援が遅れる事態 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第３章第５節 

震災伝承による防

災文化の醸成 

【再掲 1-1、1-2、1-3、3-1】 

●東日本大震災津波以降、地域住民間では高い避難意識が保たれているが、時間の経過

とともに低下する恐れがあり、東日本大震災津波の記憶を継承していくことが重要で

ある。 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、2-6、3-1、4-1】 

●住宅再建により町民の居住地域が変化していることから、防災行政無線屋外拡声子局

の適正配置を行う必要がある。 

●防災行政無線の中継局舎設置から約 30年経て、老朽化により無線機器に悪影響を与え

ていることから、局舎の建て替えを行う必要がある。 

●大規模災害発生時に確実な通信手段を確保するため、防災行政無線移動系の整備を行

う必要がある。 

●全戸配備を進めている防災ラジオは、令和４年 12月以降に現在使用しているアナログ

派が使用不可となることから対応が必要となる。 

 

第４章第３節 

快適な住環境の実

現 

【再掲 2-1、3-1、4-1】 

●携帯電話等は日常の連絡手段として用いられていることはもちろんのことであるが、

災害時など重要な連絡手段であり、今後見込まれる IoTの活用には不可欠な設備であ

るため、携帯電話等の無線通信機器が利用できない地域の解消を進めていく必要があ

る。 

●光ファイバー網を利用したインターネットサービスの利用が一般化してきており、防

災や災害情報の取得にインターネット環境は重要な通信インフラとして位置づけられ

る。そうした中で民間事業者が光ファイバー網を整備しない地域があり、そうした地

域との情報通信格差を解消し、防災・災害情報をインターネットを介して入手できる

よう、光ファイバー加入を促進していく必要がある。 

●地域情報化計画に基づき、防災・災害時の情報取得に不可欠であるケーブルテレビ設

備やインターネット用光ファイバー設備の適切な維持管理を継続していく必要があ

る。また、近年の激甚化する風水害による被害への対応や耐用年数を迎える機器の更

新、日々進歩を続ける新たな情報通信技術への対応、発災時にケーブルの断線等に伴

う情報通信機能の停止を防ぐために整備した経路の２ルート化などの強靭化が求めら

れる。 

 

第４章第４節 

利便性の高い交通

ネットワークの整

備 

 

【再掲 2-2】 

●道路・線路などが局所的に閉鎖となった場合に、別ルートまたは別の手段による移動

が確保できるよう、交通ネットワークの充実を図る必要がある。 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、2-1、2-3、3-1】 

●発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが

重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、自治会等が協力し、要

配慮者等も含めた避難援助体制を推進する必要がある。 

●災害時における高齢者等への対応力を向上するとともに、思いやりや寛容さのある地

域づくりを推進するため、コミュニティ強化に係る支援等の取組を充実する必要があ

る。 

 

第５章第３節 

成果を重視した行

政運営の構築 

 

【再掲 3-1、4-1】 

●情報基盤の故障に備え、各種の行政機能のデジタル化を図る必要がある。 
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4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動

や救助・支援が遅れる事態 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ハード） 

防災行政無線（同報系）の、子局や中継局舎等の

設備を、状況に応じて適正に整備する。 

防災ラジオが使用不能となることに備え、代替設

備を整備する。 

災害発生時等において安全に避難できるように、

避難路の舗装、修繕及び維持管理等を実施する。 

 

― 1-1 4-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ｂ 

住宅・都市 

再掲【環境整備課】 

社会資本整備総合交付金事業（通常） 

 県道から防災集団移転促進区域へのアクセス道を

整備する。 

 

改良対象路線数 

令和元年 ２本 

 ⇒ 令和５年 １本 

2-2 4-4-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【生涯学習課】 

公民館事業 

 災害時の避難施設となる公民館について、適切に

維持・管理・運営するとともに、安全の確保を最大

限図る。 

 

― 2-2 3-1-2 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【総務課】 

庁内情報基盤整備事業 

 災害による町民への避難誘導の情報発信等への影

響を防ぐため、住民サービスに不可欠な庁内の情報

システムを適正に維持し運用する。 

 

基幹系システム稼働率 

(計画停止を除く) 

令和元年 99.9％ 

 ⇒ 令和５年 99.9％ 

3-1 5-3-3 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【文化活動交流施設】 

大槌町震災伝承プラットフォーム構築事業 

 東日本大震災津波の被災と復興に係る地域体験の

伝承を推進し、その経験の風化を防止することによ

り、災害時の行政機能の低下による地域社会の混乱

の最小化を図る。 

 

震災語り部の育成数 

令和元年 ０人 

 ⇒ 令和５年 15人 

3-1 3-5-2 
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施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【総務課】 

携帯電話等エリア整備事業 

災害時の移動通信機器の重要度が増しているた

め、必要な設備の整備を行い、携帯電話等の無線通

信機器を利用できるようにする。  

 

携帯電話等エリア外の世帯

数 

令和元年 69世帯 

 ⇒ 令和５年 28世帯 

4-1 4-3-3 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【総務課】 

光ファイバー加入促進事業 

 インターネットを利用した災害情報の入手が一般

化してきており、その重要度は増しているが、町内

には民間事業者が光ファイバーを敷設していない地

域が有り、その縮小を図る。 

 

インターネット施設加入率 

令和元年 41％ 

 ⇒ 令和５年 45％ 

4-1 4-3-3 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【総務課】 

地域情報通信基盤施設整備事業 

 インターネットの利用や、地上波テレビの受信に

必要不可欠な通信インフラであるケーブルテレビ設

備やインターネット用光ファイバー設備を、被災時

にも安定して使用できるようにするため、適切に維

持管理する。 

 

CATV サービス稼働率(計画

停止を除く) 

令和元年 99.7％ 

 ⇒ 令和５年 99.7％ 

4-1 4-3-3 
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目標５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第１章第１節 

おおつちの自然を

活かし、継承する

一次産業の実現 

●災害時において安定的に食料の供給を行うためには、平時における生産・供給体制を

強化し、一定の供給量を確保していくことが必要である。 

●サプライチェーンの寸断に影響されにくい六次産業を構築することが望ましい。 

●大槌町魚市場の水揚げ振興の更なる促進が必要である。 

●水産業では、資源量の減少により漁家の収入減、水産加工業者の原料減少等が生じて

いるため、その課題の解決を図る必要がある。 

●災害時にも、物資等の町外からの供給機能の低下による不足が生じないよう、農業、

水産業、工業等による町内の生産体制および商店などの流通供給体制の構築と強化を

図る必要がある。 

 

第１章第２節 

働きやすく、骨太

なおおつちの商工

業の推進 

●災害時において町内の経済活動が著しく低下しないようにするため、平時から経済活

動の活性化を図る必要がある。 

●地域経済の活性化のため、町内事業者の経営の安定化を図る必要がある。 

●災害時にも、物資等の町外からの供給機能の低下による不足が生じないよう、農業、

水産業、工業等による町内の生産体制および商店などの流通供給体制の構築と強化を

図る必要がある。 

 

 

第４章第４節 

利便性の高い交通

ネットワークの整

備 

【再掲 2-2、4-2】 

●災害時に橋梁の崩落等の流通経路の寸断によりサプライチェーンが途切れることを防

ぐため、道路交通網の強化を図る必要がある。 
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目標５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｄ 

産業 

【産業振興課】 

大槌町魚市場水揚げ振興対策事業補助金 

 サプライチェーンが寸断されても生産力が低下し

ないように、地域での一次材料の生産力を向上させ

るため、大槌魚市場の水揚げ振興体制の構築を図

る。 

 

補助金額 

令和元年 1,837千円 

⇒ 令和５年 2,800千円 

 1-1-1 

Ｄ 

産業 

【産業振興課】 

大槌町地域産業イノベーション事業 

新産業創出のため、農林水産業生産物の養殖栽培

実証を行い、新規種目の生産量の拡大を図ると共

に、これら生産物を基に新たな加工品の開発や付加

価値化を促進する。 

 

新規実証種目数 

令和元年 ３件 

 ⇒ 令和５年 ４件 

 1-1-2 

Ｄ 

産業 

【産業振興課】 

養殖漁業経営安定化促進事業補助金 

サプライチェーンが寸断されても生産力が低下し

ないように、養殖漁業生産量の維持、拡大を果たす

ため、種苗購入や施設の増設にかかる負担軽減を図

る。 

 

制度利用者（漁業者） 

令和元年 2946人 

 ⇒ 令和５年 3800人 

 1-1-1 

Ｄ 

産業 

【産業振興課】 

起業人材育成支援補助事業 

町内の生産能力を維持・拡大するため、新規起業

者の出店に対する継続的な支援を行う。また、町内

事業者の高齢化が進み、今後、廃業件数の増加が見

込まれるため、併せて事業承継に対する支援を行

う。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ０件 

 ⇒ 令和５年 ５件 

 1-2-3 

Ｅ 

交通・物流 

再掲【土坂峠トンネル化推進室】 

土坂峠のトンネル化の推進 

平時の経済活動の活性化と災害時の緊急輸送路と

しての機能強化のため、県道 26号大槌小国線の土坂

峠トンネル化に向け、国・県への要望を継続する。 

 

― 2-1 4-4-2 

Ｂ 

住宅・都市 

再掲【環境整備課】 

社会資本整備総合交付金事業（通常） 

 県道から防災集団移転促進区域へのアクセス道を

整備する。 

 

改良対象路線数 

令和元年 ２本 

 ⇒ 令和５年 １本 

2-2 4-4-1 

Ｅ 

交通・物流 

再掲【環境整備課】 

道路メンテナンス事業 

 安全な道路環境を確保するため、町が管理する道

路（橋梁・トンネル）を計画的に維持・管理する。 

 

改修対象橋梁数 

令和元年 ３橋 

 ⇒ 令和５年 １橋 

2-2 4-4-1 

 



49 

 

5-2 食糧等の安定供給の停滞 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第１章第１節 

おおつちの自然を

活かし、継承する

一次産業の実現 

【再掲 5-1】 

●災害時において安定的に食料の供給を行うためには、平時における生産・供給体制を

強化し、一定の供給量を確保していくことが必要である。 

●サプライチェーンの寸断に影響されにくい六次産業を構築することが望ましい。 

●大槌町魚市場の水揚げ振興の更なる促進が必要である。 

●水産業では、資源量の減少により漁家の収入減、水産加工業者の原料減少等が生じて

いるため、その課題の解決を図る必要がある。 

●災害時にも、物資等の町外からの供給機能の低下による不足が生じないよう、農業、

水産業、工業等による町内の生産体制および商店などの流通供給体制の構築と強化を

図る必要がある。 

●農業者の生産活動及び農業の普及活動の推進を図る必要がある。 

●ニホンジカによる農作物被害が甚大であり、害獣から農作物を保護する必要がある。 

 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、3-1、2-6、4-1、4-2】 

●町で管理する備蓄品の確保を図る必要がある。 

●各自主防災組織での備蓄品の確保を呼びかける必要がある。 
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5-2 食糧等の安定供給の停滞 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｄ 

産業 

【産業振興課】 

農産物等生産振興事業 

 町内における生産供給力を拡大するため、農業者

の生産活動及び農業の普及活動の推進を図る。 

 

補助金交付額 

令和元年 4,333千円 

⇒ 令和５年 4,500千円 

 1-1-1 

Ｄ 

産業 

【産業振興課】 

鳥獣被害防止総合支援事業 

野生鳥獣による農産物や山林環境への影響の深刻

化・広域化に対応するため、地域関係者が一体とな

った被害対策の取り組み、ジビエ利用拡大に向けた

取り組みを行う。 

 

農作物の被害額 

令和元年 9,540千円 

⇒ 令和５年 7,719千円 

 1-1-1 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ソフト） 

土砂災害警戒区域等の住民説明会の実施や、自然

災害に対する防災マップを作成・更新する。 

食料等の災害備蓄品等を確保する。 

事業者と災害物資協定を締結する。 

 

食糧等備蓄数 

令和元年 3500食 

 ⇒ 令和５年 4000食 

1-2 4-1-1 

Ｄ 

産業 

再掲【産業振興課】 

大槌町魚市場水揚げ振興対策事業補助金 

 サプライチェーンが寸断されても生産力が低下し

ないように、地域での一次材料の生産力を向上させ

るため、大槌魚市場の水揚げ振興体制の構築を図

る。 

 

補助金額 

令和元年 1,837千円 

⇒ 令和５年 2,800千円 

5-1 1-1-1 

Ｄ 

産業 

再掲【産業振興課】 

大槌町地域産業イノベーション事業 

新産業創出のため、農林水産業生産物の養殖栽培

実証を行い、新規種目の生産量の拡大を図ると共

に、これら生産物を基に新たな加工品の開発や付加

価値化を促進する。 

 

新規実証種目数 

令和元年 ３件 

 ⇒ 令和５年 ４件 

5-1 1-1-2 

Ｄ 

産業 

再掲【産業振興課】 

養殖漁業経営安定化促進事業補助金 

サプライチェーンが寸断されても生産力が低下し

ないように、養殖漁業生産量の維持、拡大を果たす

ため、種苗購入や施設の増設にかかる負担軽減を図

る。 

 

制度利用者（漁業者） 

令和元年 2946人 

 ⇒ 令和５年 3800人 

5-1 1-1-1 

 

  



51 

 

目標６ 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、早期復

旧を図る 

6-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の長期停止 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、2-6、4-1、4-2、5-2】 

●燃料の備蓄、災害物資協定の締結は既に実施済みであるが、継続していく必要があ

る。 

 

 

 

 

 
 

6-2 上下水道等の長期間にわたる供給停止 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、2-6、3-1、4-1、4-2、5-2、

6-1】 

●地震等により、消火栓の断水や防火水槽の破損等で、消火活動が効果的に行えない恐

れがあることから、老朽化消防水利の更新や耐震防火水槽の設置等を整備推進してい

く必要がある。 

 
第４章第３節 

快適な住環境の実

現 

【再掲 2-1、3-1、4-1、4-2】 

●今後想定される地震に対応するため、現在敷設されている老朽水道管を耐震管に更新

する必要がある。 

●下水道の整備により、都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、公共用水域の

水質保全に資するため、概成に向けて効率的な整備を進める必要がある。 

●漁業集落排水処理施設の整備により、漁業集落等における生活環境の改善や防災安全

の確保等、公共用水域の水質保全に資するため、概成に向けて、復興事業と整合を図

り効率的な整備を進める必要がある。 

●経過年数の長い施設から点検及び調査を実施し、下水道や漁業集落排水の各施設の機

能強化、長寿命化対策を図る必要がある。 

●釜石・大槌汚泥再生処理センターは、平成 19年供用開始から 13年が経過しているう

え、東日本大震災津波で被災した、し尿及び浄化槽汚泥を処理したことによって施設

設備の劣化が進んでいるため、処理施設の長寿命化を図る必要がある。 

 

第４章第４節 

利便性の高い交通

ネットワークの整

備 

 

【再掲 2-2、4-2、5-1】 

●架橋や道路などの寸断により上下水道管が破損しないようにするため、耐災害性の高

い道路の整備を図ることが望ましい。 
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目標６ 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、早期復

旧を図る 

6-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の長期停止 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【危機管理室】 

防災・減災対策事業（ソフト） 

土砂災害警戒区域等の住民説明会の実施や、自然

災害に対する防災マップを作成・更新する。 

食料等の災害備蓄品等を確保する。 

事業者と災害物資協定を締結する。 

 

食糧等備蓄数 

令和元年 3500食 

 ⇒ 令和５年 4000食 

1-2 4-1-1 

 

6-2 上下水道等の長期間にわたる供給停止 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

【釜石大槌地区行政事務組合 事務局】※ 

（し尿等廃棄物の処理体制の整備） 

 関係機関との連携や、循環型社会形成推進計画を

策定し、基幹改良工事を行って、処理施設の長寿命

化を図り、し尿等廃棄物処理体制維持、強化を促進

する。 

―   

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【消防課】 

防火対策 

 老朽化した消火栓や防火水槽の更新、また消防水

利が不足している地域に新たに消防水利を設置し、

災害時にも消防活動を行えるように備える。 

― 1-1 4-1-4 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【上下水道課】 

水道施設耐震化事業 

 今後想定される地震等に対応するため、現在敷設

されている老朽管を耐震管に更新し、水道水の安定

供給を図る。 

 

耐震管更新延長 

令和元年 0.4ｋｍ 

 ⇒ 令和５年 1.0ｋｍ 

2-1 4-3-4 

Ｅ 

交通・物流 

再掲【環境整備課】 

道路メンテナンス事業 

 安全な道路環境を確保するため、町が管理する道

路（橋梁・トンネル）を計画的に維持・管理する。 

 

改修対象橋梁数 

令和元年 ３橋 

 ⇒ 令和５年 １橋 

2-2 4-4-1 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【上下水道課】 

漁業集落排水処理事業 

 漁業集落排水処理施設の長寿命化のため、耐用年

数を踏まえた定期的な点検と予防保全を図る。 

近年の集中豪雨等を踏まえ、施設を耐水化する。 

 

― 3-1 4-3-5 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【上下水道課】 

公共下水道事業 

 公共下水道施設の長寿命化のため、耐用年数を踏

まえた定期的な点検と予防保全を図る。 

近年の集中豪雨等を踏まえ、施設を耐水化する。 

 

― 3-1 4-3-5 

※ 釜石大槌地区行政事務組合の事業であり、釜石市と連携し広域的に取り組むもの 
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6-3 基幹的交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第３章第４節 

学ぶ環境の整備 
●児童生徒の遠距離通学の緩和、及び復興関連工事等に伴う大型車両の通行の増加等、

通学する児童生徒の安全の確保を図る必要がある。 

●大規模災害時における被災者の交通手段の確保のために、コミュニティバスやスクー

ルバスなどの公共交通体系を運行、維持できる体制を整備する必要がある。 

 

 

第４章第４節 

利便性の高い交通

ネットワークの整

備 

【再掲 2-2、4-2、5-1、6-2】 

●公共交通を複数種類整備することにより、災害時の公共交通の冗長化を図る必要があ

る。 

●三陸鉄道リアス線や三陸沿岸道路の開通など交通環境の変化と、区画整理事業や防災

集団移転事業など住宅再建の進捗に伴う地域の変化に対応するため、持続可能で利便

性の高い町民バスの運行が必要である。 
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6-3 基幹的交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｅ 

交通・物流 

【企画財政課】 

三陸鉄道利用促進事業 

マイレール運動等を通じて、三陸鉄道の整備と利

用を促進することにより、地域の交通の利便性を図

る。 

 

大槌駅乗車人数 

令和元年 124人 

⇒ 令和５年 238人 

 4-4-3 

Ｅ 

交通・物流 

【企画財政課】 

大槌町民バス運行事業 

 持続可能な公共交通体系の確立を目指し、町内の

移動及び町外との公共交通基幹に接続する路線バス

の運行の安定を図る。 

 

大槌駅乗車人数 

令和元年 124人 

⇒ 令和５年 238人 

 4-4-3 

Ｅ 

交通・物流 

【学務課】 

スクールバス維持管理事業 

 通学時に災害が発生した場合に備え、児童の通学

の安全確保を図る。 

また、大規模災害時における被災者の交通手段の

確保のために、コミュニティバスやスクールバスな

どの公共交通体系を運行、維持できる体制を整え

る。 

 

―  3-4-1 
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目標７ 制御不能な二次災害を発生させない 

7-1 防災対策施設の損壊・機能不全 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、2-6、3-1、4-1、4-2、5-2、 

6-1、6-2】 

●老朽化が進む公共施設を、維持、機能強化、補修、長寿命化等、状況に応じて適切に

管理する必要がある。 

●平時から公民館を活用し、地域と協力しながら適切に維持管理していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7-2 有害物質の拡散・流出による国土の荒廃 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第２節 

良質な自然環境の

保全と環境衛生の

向上 

●災害時にも稼働できるようにするため、新山最終処分場と水処理場の適切な維持管理

を継続する必要がある。 

●新山最終処分場と水処理場は老朽化が進んでおり、対応が必要である。 
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目標７ 制御不能な二次災害を発生させない 

7-1 防災対策施設の損壊・機能不全 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｉ 

老朽化対策 
再掲【全庁】【企画財政課】 

財産管理費事業 

老朽化が進む町有公共施設について、全体を把握

し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命

化などを計画的に行うことにより、公共施設等の最

適な配置が実現するよう努める。 

 

― 1-1 5-2-2 

Ａ 

行政機能・

消防 

再掲【生涯学習課】 

公民館事業 

 災害時の避難施設となる公民館について、適切に

維持・管理・運営するとともに、安全の確保を最大

限図る。 

 

― 2-2 3-1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7-2 有害物質の拡散・流出による国土の荒廃 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【リサイクルセンター】 

最終処分場維持管理事業 

 新山最終処分場及び水処理施設について、安全な

水質環境を維持するため、状況に応じて老朽化対策

等の適切な管理を図る。 

 

―  4-2-2 
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7-3 農地・森林・河川等の被害による国土の荒廃 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第１章第１節 

おおつちの自然を

活かし、継承する

一次産業の実現 

【再掲 5-1、5-2】 

●町有林から搬出される木材について、産業育成のための高付加価値化及び山林保護の

ための持続可能な森林経営を行う必要である。 

●民有林などにおいて、管理の行き届かない森林なども増えていることから、町有林を

適正管理することにより、森林管理モデルを周知する必要がある。 

●林業の低迷や森林所有者の世代交代等により森林所有者の森林への関心が薄れ、森林

の管理が適切に行われない、伐採した後に植林がされないという事態が発生しており、

林業の経営の効率化と森林管理の適正化を促進する必要がある。 

●土砂災害防止機能や土壌保全機能、水源涵養機能等の、森林の多面的機能の継続的な

発揮を図る必要がある。 

●耕作放棄地の増加は災害時の被害の拡大を招く可能性が有るため、農業の促進を図る

必要がある。 

●湾では磯焼け被害が拡大しているため、対策として磯根資源量の維持・拡大を念頭と

し、漁場の環境整備を図る必要がある。 

●磯焼けにより基幹産業である漁業が影響を受けるため、対策が必要である。 

●野生鳥獣による山林環境の食害により、山林の災害防止機能が失われつつあるため、

対策が必要である。 

 

 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、2-6、3-1、4-1、4-2、5-2、 

6-1、6-2、7-1】 

●年々激甚化する風水害による河川の増水・氾濫等を防ぐため、河川の計画的な維持管

理が必要である。 

●当町は地形的に、津波災害、大雨や洪水、土砂災害等自然災害の発生する可能性が高

い地域となっているため、ハード対策とソフト対策を充実させ、多種多様な災害に強い

まちづくりを実現する必要がある。 
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7-3 農地・森林・河川等の被害による国土の荒廃 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【産業振興課】 

町有林森林認証取得事業 

 町有林の森林認証を取得することにより、持続可

能性に配慮した木材について周知し、持続可能な森

林経営、ひいては森林保全を図る。 

 

―  1-1-2 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【産業振興課】 

農地中間管理事業 

農業の生産性を高めるため、担い手への農地集

積・集約化を加速し、農業構造の改革と生産コスト

の削減を図る。 

 

農地集積率 

令和元年 ５％ 

⇒ 令和５年 ９％ 

 1-1-4 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【産業振興課】 

森林経営事業 

災害の激甚化を防ぐため、町有林の適正管理（造

林、下刈り、間伐、更新伐）等を実施する。 

 

造林等森林施業面積 

令和 2年 3.1％ 

⇒ 令和５年 5.0％ 

 1-1-4 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【産業振興課】 

磯焼け対策事業 

 管内の湾では磯焼け被害が拡大しており、その対

策として磯根資源量の維持・拡大を念頭とし、漁場

の環境整備を図る。 

 

藻場再生・保全面積 

令和元年 ８ha 

⇒ 令和５年 15ha 

 1-1-4 

Ｆ 

環境・国土

保全 

再掲【環境整備課】 

河川維持管理事業 

近年の大雨等による河川の増水に対応できるよ

う、計画的に河川維持管理を行うことで、安全な河

川環境を保ち水災害の減災に努める。 

 

改良対象河川数 

令和元年 ２河川 

 ⇒ 令和５年 ２河川 

1-3 4-1-1 

Ｄ 

産業 

再掲【産業振興課】 

鳥獣被害防止総合支援事業 

野生鳥獣による農産物や山林環境への影響の深刻

化・広域化に対応するため、地域関係者が一体とな

った被害対策の取り組み、ジビエ利用拡大に向けた

取り組みを行う。 

 

農作物の被害額 

令和元年 9,540千円 

⇒ 令和５年 7,719千円 

5-2 1-1-1 
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目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件

を整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第２節 

良質な自然環境の

保全と環境衛生の

向上 

【再掲 7-2】 

●リサイクルセンターは災害時に廃棄物処理を行う必要があるが、大規模災害時には処

理能力が不足する可能性もあることから、平時からの廃棄物の全体量を減少させるた

め、住民、事業者、行政が協働して、ごみ減量化と３Ｒの推進に取り組むとともにごみ

の適正処理に努める必要がある。 

●災害時にも稼働できるようにするため、新山最終処分場と水処理場の適切な維持管理

を継続する必要がある。 

●新山最終処分場と水処理場は老朽化が進んでおり、対応が必要である。 

 

 

第４章第３節 

快適な住環境の実

現 

【再掲 2-1、3-1、4-1、4-2、6-2】 

●釜石・大槌汚泥再生処理センターは、平成 19年供用開始から 13年が経過しているう

え、東日本大震災津波で被災した、し尿及び浄化槽汚泥を処理したことによって施設設

備の劣化が進んでいるため、処理施設の長寿命化を図る必要がある。 

 

 

 

 

目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件 

  



60 

 

を目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条

件を整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【リサイクルセンター】 

塵芥処理事業 

 ごみの減量・資源化と安全で安定した処理・処分

は町が持続して社会生活を営むための基盤であるこ

とから、リサイクルやごみの適正処理の普及啓発を

図りながら循環型地域社会の形成を進める。 

 

燃えるごみ量 

令和元年 1,939ｔ 

⇒ 令和５年 1,914ｔ 

 4-2-2 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【釜石大槌地区行政事務組合 事務局】 

（し尿等廃棄物の処理体制の整備） 

 関係機関との連携や、循環型社会形成推進計画を

策定し、基幹改良工事を行って、処理施設の長寿命

化を図り、し尿等廃棄物処理体制維持、強化を促進

する。 

 

― 6-2  

Ｆ 

環境・国土

保全 

再掲【リサイクルセンター】 

最終処分場維持管理事業 

新山最終処分場及び水処理施設について、安全な

水質環境を維持するため、状況に応じて老朽化対策

等の適切な管理を図る。 

 

― 7-2 4-2-2 

      ※ 釜石大槌地区行政事務組合の事業であり、釜石市と連携し広域的に取り組むもの 
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8-2 復興を担う人材等の不足や、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興でき

なくなる事態 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第２章第４節 

高齢者支援の推進 
【再掲 3-1】 

●人口減少が進む現在においては、若壮年層のみならず、高齢者層等も一体となって復

興を担っていくことが重要である。 

●高齢者層も復興を担うには、健康を維持するため、介護予防を促進する必要がある。 

●災害時の人材不足により高齢者への支援が不足する事態を避けるため、認知症サポー

ターの増員を図る必要がある。 

 

 

第３章第２節 

地域へと広がる魅

力的な学びの場づ

くり 

【再掲 2-6】 

●地域の人材の流出、人口の減少を防ぐため、郷土教育を含めた多面的なシビックプラ

イドの醸成が必要である。 

●少子高齢化等の理由により年々入学者が減少しているが、地域の高等学校が無くなる

と、子育て世代、将来地域を支えていく若年層の流出に繋がるため、高校の安定的存続

を図る必要がある。 

●人材育成にあたって家庭環境の変化や多様化等により学校に求められることが多岐に

わたっていることから、地域や民間団体、行政等、町内外の関係機関と連携した開かれ

た学校づくりが必要となっている。 

 

 

第３章第５節 

震災伝承による防

災文化の醸成 

【再掲 1-1、1-2、1-3、3-1、4-2】 

●東日本大震災津波の経験の風化を防止することにより、行政や地域住民レベルでの早

期の復旧復興の合意形成・事業着手に取り掛かれる環境づくりが必要である。 

●語り部等、東日本大震災津波の経験を伝えることができる人材の育成が必要である。 

 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、2-1、2-3、3-1、4-2】 

●少子高齢化や個人の価値観の変化などに加え、東日本大震災津波の影響等により、急

速な人口減少が進んでおり、地域活動のリーダーの高齢化や、地域活動の担い手の不足

が大きな課題となっていることから、地域コミュニティ機能の維持・再生に向けた対策

等は急務となっている。 
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8-2 復興を担う人材等の不足や、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興でき

なくなる事態 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【長寿課】 

地域リハビリテーション活動支援事業業 

 被災時の医療の需要を減少させるとともに、高齢

者も復興を担えるよう、介護予防を促進する。 

 

リハビリテーション専門職

活動回数 

令和元年 ６回 

⇒ 令和５年 ６回 

 2-4-1 

Ｃ 

保健医療・

福祉 

【長寿課】 

認知症サポーター養成事業 

被災時にも認知症の方への支援が継続できるよ

う、認知症サポーター養成講座等を開催し、町民の

認知症への理解を深める。 

 

延べ認知症サポーター養成

講座受講者数 

令和元年 2246人 

⇒ 令和５年 2850人 

 2-4-3 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【学務課】 

コミュニティ・スクール推進事業 

学校・保護者・地域の三者の協働のもと、将来の

地域社会の担い手である子どもたちの豊かな育ちと

確かな学びを保障する。 

 

コミュニティ・スクール事

業に係わる地域・保護者の

人数 

令和元年 157人 

⇒ 令和５年 200人 

 3-2-2 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【学務課】 

大槌高校教育魅力化推進事業 

町内唯一の公立高校を魅力化することで、「次代

の復興を担う人材の育成」と「高校生の交流・共創

を通じた地域人材の育成」を図る。 

 

大槌高校入学者数 

令和元年 42人 

⇒ 令和５年 60人 

 3-2-1 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【生涯学習課】 

成人式事業 

人口減少・流出の進む中においては、郷土愛を育

む取組が不可欠であり、その一環として成人式を開

催する。 

 

―  3-1-2 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【文化活動交流施設】 

大槌町震災伝承プラットフォーム構築事業 

 東日本大震災津波の被災と復興に係る地域体験の

伝承を推進し、その経験の風化を防止することによ

り、災害時の行政機能の低下による地域社会の混乱

の最小化を図る。 

 

震災語り部の育成数 

令和元年 ０人 

 ⇒ 令和５年 15人 

3-1 3-5-2 
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8-3 地盤沈下等が広域・長期にわたり、復興が大幅に遅れる事態 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第１章第１節 

おおつちの自然を

活かし、継承する

一次産業の実現 

【再掲 5-1、5-2、7-3】 

●地盤沈下による農地の被害を防ぐためには、日頃から農地の適正な管理保全が必須で

ある。 

 

 

第４章第３節 

快適な住環境の実

現 

【再掲 2-1、3-1、4-1、4-2、6-2、8-1】 

●今後想定される地震に対応するため、現在敷設されている老朽水道管を耐震管に更新

する必要がある。 

●下水道の整備により、都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、公共用水域の

水質保全に資するため、概成に向けて効率的な整備を進める必要がある。 

●漁業集落排水処理施設の整備により、漁業集落等における生活環境の改善や防災安全

の確保等、公共用水域の水質保全に資するため、概成に向けて、復興事業と整合を図り

効率的な整備を進める必要がある。 

●経過年数の長い施設から点検及び調査を実施し、下水道や漁業集落排水の各施設の機

能強化、長寿命化対策を図る必要がある。 

 

 

第４章第４節 

利便性の高い交通

ネットワークの整

備 

【再掲 2-2、4-2、5-1、6-2、6-3】 

●架橋や道路などの寸断により上下水道管が破損しないようにするため、耐災害性の高

い道路の整備を図ることが望ましい。 
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8-3 地盤沈下等が広域・長期にわたり、復興が大幅に遅れる事態 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【上下水道課】 

水道施設耐震化事業 

 今後想定される地震等に対応するため、現在敷設

されている老朽管を耐震管に更新し、水道水の安定

供給を図る。 

 

耐震管更新延長 

令和元年 0.4ｋｍ 

 ⇒ 令和５年 1.0ｋｍ 

2-1 4-3-4 

Ｂ 

住宅・都市 

再掲【環境整備課】 

社会資本整備総合交付金事業（通常） 

 県道から防災集団移転促進区域へのアクセス道を

整備する。 

 

改良対象路線数 

令和元年 ２本 

 ⇒ 令和５年 １本 

2-2 4-4-1 

Ｅ 

交通・物流 

再掲【環境整備課】 

道路メンテナンス事業 

 安全な道路環境を確保するため、町が管理する道

路（橋梁・トンネル）を計画的に維持・管理する。 

 

改修対象橋梁数 

令和元年 ３橋 

 ⇒ 令和５年 １橋 

2-2 4-4-1 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【上下水道課】 

漁業集落排水処理事業 

 漁業集落排水処理施設の長寿命化のため、耐用年

数を踏まえた定期的な点検と予防保全を図る。 

近年の集中豪雨等を踏まえ、施設を耐水化する。 

 

― 3-1 4-3-5 

Ｉ 

老朽化対策 

再掲【上下水道課】 

公共下水道事業 

 公共下水道施設の長寿命化のため、耐用年数を踏

まえた定期的な点検と予防保全を図る。 

近年の集中豪雨等を踏まえ、施設を耐水化する。 

 

― 3-1 4-3-5 

Ｆ 

環境・国土

保全 

再掲【産業振興課】 

農地中間管理事業 

農業の生産性を高めるため、担い手への農地集

積・集約化を加速し、農業構造の改革と生産コスト

の削減を図る。 

 

農地集積率 

令和元年 ５％ 

⇒ 令和５年 ９％ 

7-3 1-1-4 
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8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文

化の衰退・損失 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第３章第２節 

地域へと広がる魅

力的な学びの場づ

くり 

【再掲 2-6、8-2】 

●地域の文化財を活用した教育を通じ、ふるさとへの愛着を育て、文化等の継承に真摯

に向きあう人材を育てる必要がある。 

●地域の人材の流出、人口の減少を防ぐため、郷土教育を含めた多面的なシビックプラ

イドの醸成が必要である。 

●少子高齢化等の理由により年々入学者が減少しているが、地域の高等学校が無くなる

と、子育て世代、将来地域を支えていく若年層の流出に繋がるため、高校の安定的存続

を図る必要がある。 

 

 

第３章第３節 

町民の学習活動の

推進 

【再掲 2-2】 

●大槌町の貴重な民俗芸能を次世代に継承するとともに、町民が当郷土芸能の多方面な

価値を再認識することで、地域コミュニティの活性化やまちづくりを推進する必要があ

る。 

●震災後、大槌町芸術文化協会の活動が失われており、人材育成やコミュニティの活性

化のためにも、組織再建を早急に図る必要がある。 

●町民の優れた芸術文化活動の成果を発表・展示し、広く町民に鑑賞の機会を提供する

ことで、豊かな町民性の高揚を図るとともに健康で活力ある住みよい町づくりと健全育

成を進める必要がある。 

●震災により、町内の多数の文化財や歴史資料が消失し、また散逸している状況にあ

り、今後、当資料の保護と活用を図る必要がある。 

●これまで文化財を守ってきた地域力の低下については、地域の中で守られてきた有

形・無形の文化財について、その重要性や意義を広く理解してもらうことで、地域での

文化財保護、継承がなされるよう、平時から啓発活動に努める必要がある。 

●今後も町内の埋蔵文化財緊急発掘調査が随時行われる予定がある。 

●今後も町内の緊急発掘調査が随時行われる予定であり、調査した遺跡における出土遺

物の保存管理を継続的に進めていく。 

 

 

第３章第５節 

震災伝承による防

災文化の醸成 

【再掲 1-1、1-2、1-3、3-1、4-2、8-2】 

●東日本大震災津波の経験の風化を防止することにより、地域・住民災害時の有形無形

の文化資源の保護のあり方を想定・準備する、「耐性づくり」が必要である。 

 

 

第５章第１節 

協働による地域・

まちづくりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、2-1、2-3、3-1、4-2、8-2】 

●少子高齢化や個人の価値観の変化などに加え、東日本大震災津波の影響等により、急

速な人口減少が進んでおり、地域活動のリーダーの高齢化や、地域活動の担い手の不足

が大きな課題となっていることから、地域コミュニティ機能の維持・再生に向けた対策

等は急務となっている。 
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8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文

化の衰退・損失 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【生涯学習課】 

大槌町郷土芸能活性化補助事業 

 大槌町の貴重な民俗芸能を次世代に継承するとと

もに、町民が当郷土芸能の多方面な価値を再認識す

ることで、地域コミュニティの活性化やまちづくり

に推進する。 

 

郷土芸能祭への来場者数 

令和元年 250人 

⇒ 令和５年 500人 

 3-3-2 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【生涯学習課】 

大槌町芸術文化協会補助事業 

人材育成やコミュニティ活性化の観点から、震災

後から活動休止中である大槌町芸術文化協会の組織

再建を図る。 

 

会員数 

令和元年 ２人 

⇒ 令和５年 ７人 

 3-3-2 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

【生涯学習課】 

町民文化祭事業 

大槌町民憲章の精神に則り、町民の優れた芸術文

化活動の成果を発表・展示し、広く町民に鑑賞の機

会を提供することで豊かな町民性の高揚を図るとと

もに健康で活力ある住みよいまちづくりと健全育成

を図る。 

 

来館者数 

令和元年 895人 

⇒ 令和５年 1100人 

 3-2-2 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【生涯学習課】 

文化財保護事業 

文化財愛護思想の普及を目的に郷土の歴史や文化

を県内外に情報発信し、新たなまちづくりに資する

とともに、貴重な郷土の文化財の保護と普及を積極

的に推進する。 

 

文化財事業件数 

令和元年 ８件 

⇒ 令和５年 ８件 

 3-3-3 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【生涯学習課】 

埋蔵文化財発掘整理事業 

町内の緊急発掘調査を随時行い、調査した遺跡に

おける出土遺物の保存管理を継続的に進める。 

 

―  3-3-3 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【コミュニティ総合支援室】 

ふるさとづくり協働推進事業 

 多様な主体によるコミュニティ活動を支援し、町

民と行政との協働によるふるさとづくり活動を推進

する。 

 

補助金交付件数 

令和元年 ５件 

  ⇒ 令和５年 ５件 

1-1 5-1-1 

Ｇ 
官民連携・リ

スクコミュニ

ケーション 

再掲【協働地域づくり準備室】 

協働地域づくり推進事業 

 支え合い安心して暮らすことができる持続可能な

まちづくりを目指して「住民・団体・行政」が一体

となった「協働による地域・まちづくり」を推進す

る。 

 

自治会・町内会等の組織数 

令和元年 22団体 

  ⇒ 令和５年 28団体 

1-1 5-1-1 
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施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画

対応箇所 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【文化活動交流施設】 

大槌町震災伝承プラットフォーム構築事業 

 東日本大震災津波の被災と復興に係る地域体験の

伝承を推進し、その経験の風化を防止することによ

り、災害時の行政機能の低下による地域社会の混乱

の最小化を図る。 

 

震災語り部の育成数 

令和元年 ０人 

 ⇒ 令和５年 15人 

3-1 3-5-2 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【学務課】 

コミュニティ・スクール推進事業 

学校・保護者・地域の三者の協働のもと、将来の

地域社会の担い手である子どもたちの豊かな育ちと

確かな学びを保障する。 

 

コミュニティ・スクール事

業に係わる地域・保護者の

人数 

令和元年 157人 

⇒ 令和５年 200人 

8-2 3-2-2 

Ｈ 

人材育成・

防災教育 

再掲【学務課】 

大槌高校教育魅力化推進事業 

町内唯一の公立高校を魅力化することで、「次代

の復興を担う人材の育成」と「高校生の交流・共創

を通じた地域人材の育成」を図る。 

 

大槌高校入学者数 

令和元年 42人 

⇒ 令和５年 60人 

8-2 3-2-1 
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・・・・・・・・・・・・・・・（この頁は白紙です）・・・・・・・・・・・・・・・ 
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8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる

事態 

総合計画施策 脆弱性評価結果 

第４章第１節 

災害に強いまちづ

くりの推進 

【再掲 1-1、1-2、1-3、1-4、1-5、2-1、2-2、2-3、2-4、2-6、3-1、4-1、4-2、5-2、 

6-1、6-2、7-1、7-3】 

●大槌町地域防災計画の効率的かつ効果的な運用及び定期的な見直しを継続していく必

要がある。 

 

 
第５章第３節 

成果を重視した行

政運営の構築 

【再掲 3-1、4-1、4-2】 

●災害時に活用できる土地を把握するため、日頃から町内の地籍の把握を図る必要があ

る。 
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8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる

事態 

施策分野 対応策 KPI 再掲元 
総合計画 

対応箇所 

Ｆ 

環境・国土

保全 

【産業振興課】 

国土調査事業 

県との整合性を図りながら、国土の開発及び保全

並びにその利用の高度化に資するとともに、地籍を

明確化する。 

 

―  ― 

Ａ 

行政機能・

消防 

【危機管理室】 

仮設住宅用地の確保 

仮設住宅用地については、大槌町地域防災計画に

則り、あらかじめ応急仮設住宅の建設候補地を指定

するとともに、社会の変化等があった場合には適切

に見直していく。 

 

―  4-1-1 
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Ⅴ 計画の推進と進捗管理 

１ 推進体制 

  町民をはじめ、国、県、民間等とも連携し計画の推進を図るため、本計画の周知に努めるととも

に、被害想定や各種リスク情報、取組の進捗状況を共有しながら、相互に連携して効果的・効率的な

取組の展開を図ります。 

 

２ 計画の推進 

  計画の実効性を高めるための進捗管理については、令和６年度から第９次大槌町総合計画後期基本

計画と一体的に策定することから、総合計画の行政評価を活用し、PDCA サイクルを用いて管理する

ものとします。 

 

３ 計画の見直し 

  社会・経済情勢等の変化により、国土強靱化基本計画及び岩手県国土強靭化地域計画が変更された

場合等、この計画を変更する必要がある場合には、計画の期間内においても適宜見直し、修正するも

のとします。  
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◎ 資料編 

１ 行政分野ごとの対応策 

A 行政機能・消防 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【危機管理室】防災訓練実施事業 1-1、1-2、1-3、

1-4、1-5 

【危機管理室】防災・減災対策事業（ハード） 1-1、1-2、1-3、

1-4、1-5 

4-1、4-2 

【震災伝承推進室】震災伝承記録事業 1-1、1-2、1-3 

【消防課】防火対策 1-1 

2-3 

3-1 

6-2 

【全庁】（誘導案内の整備） 1-1、1-2、1-3、

1-4 

【危機管理室】防災・減災対策事業（ソフト） 1-2、1-3、1-4 

2-1 

5-2 

6-1 

【消防課】消防機能の維持 2-1、2-3 

【消防課】消防用備蓄の分散配置 2-2 

【生涯学習課】公民館事業 2-2、2-4 

3-1 

4-1、4-2 

7-1 

【総務課】行政手続きデジタル化推進事業 3-1 

【総務課】職員能力開発研修事業 3-1 

【総務課】庁内情報基盤整備事業 3-1 

4-1、4-2 

【総務課】携帯電話等エリア整備事業 4-1、4-2 

【総務課】光ファイバー加入促進事業 4-1、4-2 

【総務課】地域情報通信基盤施設整備事業 4-1、4-2 

【危機管理室】（仮設住宅用地の確保） 8-5 
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Ｂ 住宅・都市 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【環境整備課】社会資本整備総合交付金事業（通常） 2-2 

4-2 

5-1 

8-3 

 

Ｃ 保健医療・福祉 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【保健福祉課】健康づくり推進事業 2-5 

【保健福祉課】健康教育事業 2-5 

【保健福祉課】健康診査事業 2-5 

【保健福祉課】健康相談事業 2-5 

【保健福祉課】総合健康づくり事業 2-5 

【保健福祉課】第 2次救急医療施設事業 2-5、2-6 

【保健福祉課】在宅当番・救急医療情報提供実施事業 2-5、2-6 

【保健福祉課】インフルエンザ予防接種助成事業 2-6 

【保健福祉課】予防接種事業 2-6 

【学務課】スクールカウンセラー活用事業 2-6 

【危機管理室】【保健福祉課】避難所等の感染症対策 2-6 

【長寿課】地域リハビリテーション活動支援事業業 8-2 

【長寿課】認知症サポーター養成事業 8-2 

 

D 産業 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【産業振興課】大槌町魚市場水揚げ振興対策事業補助金 5-1、5-2 

【産業振興課】大槌町地域産業イノベーション事業 5-1、5-2 

【産業振興課】養殖漁業経営安定化促進事業補助金 5-1、5-2 

【産業振興課】起業人材育成支援補助事業 5-1 

【産業振興課】農産物等生産振興事業 5-2 

【産業振興課】鳥獣被害防止総合支援事業 5-2 

7-3 
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Ｅ 交通・物流 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【土坂峠トンネル化推進室】土坂峠のトンネル化の推進 2-1、2-2、2-5 

5-1 

【環境整備課】道路メンテナンス事業 2-2 

5-1 

6-2 

8-3 

【企画財政課】三陸鉄道利用促進事業 6-3 

【企画財政課】大槌町民バス運行事業 6-3 

【学務課】スクールバス維持管理事業 6-3 

 

Ｆ 環境・国土保全 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【環境整備課】河川維持管理事業 1-3 

7-3 

【リサイクルセンター】最終処分場維持管理事業 7-2 

8-1 

【産業振興課】町有林森林認証取得事業 7-3 

【産業振興課】農地中間管理事業 7-3 

8-3 

【産業振興課】森林経営事業 7-3 

【産業振興課】磯焼け対策事業  7-3 

【リサイクルセンター】塵芥処理事業 8-1 

【生涯学習課】文化財保護事業 8-4 

【生涯学習課】埋蔵文化財発掘整理事業 8-4 

【産業振興課】国土調査事業 8-5 
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G 官民連携・リスクコミュニケーション 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【協働地域づくり準備室】ふるさとづくり協働推進事業 1-1、1-2、1-3、

1-4 

2-1、2-3 

3-1 

4-2 

8-2、8-4 

【協働地域づくり準備室】協働地域づくり推進事業 1-1、1-2、1-3、

1-4 

2-1、2-3 

3-1 

4-2 

8-2、8-4 

【消防課】消防団強化事業 2-3 

【長寿課】地域ケア会議推進事業 3-1 

【釜石大槌地区行政事務組合事務局】（し尿等廃棄物の処理体制の整備） 6-2 

8-1 

 

Ｈ 人材育成・防災教育 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【危機管理室】自主防災組織の活性化による地域防災力向上事業 1-1、1-2、1-3、

1-4、1-5 

【文化活動交流施設】大槌町震災伝承プラットフォーム構築事業 3-1 

4-2 

8-2、8-4 

【学務課】コミュニティ・スクール推進事業 8-2、8-4 

【学務課】大槌高校教育魅力化推進事業 8-2、8-4 

【生涯学習課】成人式事業 8-2 

【生涯学習課】大槌町郷土芸能活性化補助事業 8-4 

【生涯学習課】大槌町芸術文化協会補助事業 8-4 

【生涯学習課】町民文化祭事業 8-4 
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Ｉ 老朽化対策 

対応策 対応する 

リスクシナリオ 

【全庁】【企画財政課】財産管理費事業 1-1 

2-4 

7-1 

【釜石大槌地区行政事務組合消防本部】（消防指令センター・消防救急デジタル無線の更新整備） 1-1 

2-3 

【釜石大槌地区行政事務組合消防本部】（消防防災設備の整備） 1-1 

2-3 

【上下水道課】水道施設耐震化事業 2-1 

3-1 

6-2 

8-3 

【消防課】消防団拠点施設整備事業 2-3 

【上下水道課】漁業集落排水処理事業 3-1 

6-2 

8-3 

【上下水道課】公共下水道事業 3-1 

6-2 

8-3 
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・・・・・・・・・・・・・・・（この頁は白紙です）・・・・・・・・・・・・・・・ 
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２ 対応策一覧 
    

２７の起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 
 

No

. 
行政分野 事業名 

初出

P 

1-

1 

1-

2 

1-

3 

1-

4 

1-

5 

2-

1 

2-

2 

2-

3 

2-

4 

2-

5 

2-

6 

3-

1 

4-

1 

4-

2 

5-

1 

5-

2 

6-

1 

6-

2 

6-

3 

7-

1 

7-

2 

7-

3 

8-

1 

8-

2 

8-

3 

8-

4 

8-

5 
該当数 

1 
人材育成・ 

防災教育 

自主防災組織の活性化による地域防災力向上

事業 
P.14 ● ● ● ● ●                       5 

2 
行政機能・ 

消防 
防災訓練実施事業 P.14 ● ● ● ● ●                       5 

3 
行政機能・ 

消防 
防災・減災対策事業（ハード） P.14 ● ● ● ● ●        ● ●              7 

4 
行政機能・ 

消防 
震災伝承記録事業 P.14 ● ● ●                         3 

5 老朽化対策 財産管理費事業 P.14 ●        ●           ●        3 

6 
行政機能・ 

消防 
防火対策 P.14 ●       ●    ●      ●          4 

7 
官民連携・ 

リスクコミュニケーション ふるさとづくり協働推進事業 P.14 ● ● ● ●  ●  ●    ●  ●          ●  ●  10 

8 
官民連携・ 

リスクコミュニケーション 協働地域づくり推進事業 P.14 ● ● ● ●  ●  ●    ●  ●          ●  ●  10 

9 
行政機能・ 

消防 
誘導案内の整備 P.15 ● ● ● ●                        4 

10 老朽化対策 
消防指令センター・消防救急デジタル無線の更

新整備 
P.15 ●       ●                    2 

11 老朽化対策 消防防災設備の整備 P.15 ●       ●                    2 

12 
行政機能・ 

消防 
防災・減災対策事業（ソフト） P.18  ● ● ●  ●          ● ●           6 

13 
環境・ 

国土保全 
河川維持管理事業 P.20   ●                   ●      2 

14 交通・物流 土坂峠のトンネル化の推進 P.26      ● ●   ●     ●             4 

15 
行政機能・ 

消防 
消防機能の維持 P.26      ●  ●                    2 

16 老朽化対策 水道施設耐震化事業 P.26      ●      ●      ●       ●   4 

17 
行政機能・ 

消防 
消防用備蓄の分散配置 P.28       ●                     1 

18 住宅・都市 社会資本整備総合交付金事業（通常） P.28       ●       ● ●          ●   4 

19 交通・物流 道路メンテナンス事業 P.28       ●        ●   ●       ●   4 

20 
行政機能・ 

消防 
公民館事業 P.28       ●  ●   ● ● ●      ●        6 

21 老朽化対策 消防団拠点施設整備事業 P.30        ●                    1 

22 
官民連携・ 

リスクコミュニケーション 消防団強化事業 P.30        ●                    1 

23 
保健医療・ 

福祉 
健康づくり推進事業 P.34          ●                  1 

24 
保健医療・ 

福祉 
健康教育事業 P.34          ●                  1 

25 
保健医療・ 

福祉 
健康診査事業 P.34          ●                  1 

26 
保健医療・ 

福祉 
健康相談事業 P.34          ●                  1 

27 
保健医療・ 

福祉 
総合健康づくり事業 P.34          ●                  1 

 



 

79 

 

No

. 
行政分野 事業名 掲載Ｐ 

1-

1 

1-

2 

1-

3 

1-

4 

1-

5 

2-

1 

2-

2 

2-

3 

2-

4 

2-

5 

2-

6 

3-

1 

4-

1 

4-

2 

5-

1 

5-

2 

6-

1 

6-

2 

6-

3 

7-

1 

7-

2 

7-

3 

8-

1 

8-

2 

8-

3 

8-

4 

8-

5 
該当数 

28 
保健医療・ 

福祉 
第 2次救急医療施設事業 P.34          ● ●                 2 

29 
保健医療・ 

福祉 
在宅当番・救急医療情報提供実施事業 P.34          ● ●                 2 

30 
保健医療・ 

福祉 
インフルエンザ予防接種助成事業 P.36           ●                 1 

31 
保健医療・ 

福祉 
予防接種事業 P.36           ●                 1 

32 
保健医療・ 

福祉 
スクールカウンセラー活用事業 P.36           ●                 1 

33 
保健医療・ 

福祉 
避難所等の感染症対策 P.36           ●                 1 

34 
行政機能・ 

消防 
行政手続きデジタル化推進事業 P.38            ●                1 

35 
行政機能・ 

消防 
職員能力開発研修事業 P.38            ●                1 

36 
行政機能・ 

消防 
庁内情報基盤整備事業 P.38            ● ● ●              3 

37 
官民連携・ 

リスクコミュニケーション 地域ケア会議推進事業 P.38            ●                1 

38 
人材育成・ 

防災教育 
大槌町震災伝承プラットフォーム構築事業 P.38            ●  ●          ●  ●  4 

39 老朽化対策 漁業集落排水処理事業 P.38            ●      ●       ●   3 

40 老朽化対策 公共下水道事業 P.38            ●      ●       ●   3 

41 
行政機能・ 

消防 
携帯電話等エリア整備事業 P.42             ● ●              2 

42 
行政機能・ 

消防 
光ファイバー加入促進事業 P.42             ● ●              2 

43 
行政機能・ 

消防 
地域情報通信基盤施設整備事業 P.42             ● ●              2 

44 産業 大槌町魚市場水揚げ振興対策事業補助金 P.48               ● ●            2 

45 産業 大槌町地域産業イノベーション事業 P.48               ● ●            2 

46 産業 養殖漁業経営安定化促進事業補助金 P.48               ● ●            2 

47 産業 起業人材育成支援補助事業 P.48               ●             1 

48 産業 農産物等生産振興事業 P.50                ●            1 

49 産業 鳥獣被害防止総合支援事業 P.50                ●      ●      2 

50 
官民連携・ 

リスクコミュニケーション し尿等廃棄物の処理体制の整備 P.52                  ●     ●     2 

51 交通・物流 三陸鉄道利用促進事業 P.54                   ●         1 

52 交通・物流 大槌町民バス運行事業 P.54                   ●         1 

53 交通・物流 スクールバス維持管理事業 P.54                   ●         1 

54 
環境・ 

国土保全 
最終処分場維持管理事業 P.56                     ●  ●     2 

55 
環境・ 

国土保全 
町有林森林認証取得事業 P.58                      ●      1 

56 
環境・ 

国土保全 
農地中間管理事業 P.58                      ●   ●   2 

57 
環境・ 

国土保全 
森林経営事業 P.58                      ●      1 



80 

 

 

No

. 
行政分野 事業名 掲載Ｐ 

1-

1 

1-

2 

1-

3 

1-

4 

1-

5 

2-

1 

2-

2 

2-

3 

2-

4 

2-

5 

2-

6 

3-

1 

4-

1 

4-

2 

5-

1 

5-

2 

6-

1 

6-

2 

6-

3 

7-

1 

7-

2 

7-

3 

8-

1 

8-

2 

8-

3 

8-

4 

8-

5 
該当数 

58 環境・国土保全 磯焼け対策事業 P.58                      ●      1 

59 
環境・ 

国土保全 
塵芥処理事業 P.60                       ●     1 

60 
保健医療・ 

福祉 
地域リハビリテーション活動支援事業 P.62                        ●    1 

61 
保健医療・ 

福祉 
認知症サポーター養成事業 P.62                        ●    1 

62 
人材育成・ 

防災教育 
コミュニティ・スクール推進事業 P.62                        ●  ●  2 

63 
人材育成・ 

防災教育 
大槌高校教育魅力化推進事業 P.62                        ●  ●  2 

64 
人材育成・ 

防災教育 
成人式事業 P.62                        ●    1 

65 
人材育成・ 

防災教育 
大槌町郷土芸能活性化補助事業 P.66                          ●  1 

66 
人材育成・ 

防災教育 
大槌町芸術文化協会補助事業 P.66                          ●  1 

67 
人材育成・ 

防災教育 
町民文化祭事業 P.66                          ●  1 

68 
環境・ 

国土保全 
文化財保護事業 P.66                          ●  1 

69 
環境・ 

国土保全 
埋蔵文化財発掘整理事業 P.66                          ●  1 

70 
環境・ 

国土保全 
国土調査事業 P.70                           ● 1 

71 
行政機能・ 

消防 
仮設住宅用地の確保 P.70                           ● 1 

  該当数 11 8 9 7 3 6 5 8 2 8 6 12 6 10 7 6 1 6 3 2 1 6 3 8 6 10 2 162 
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３ 総合計画と起きてはならない最悪の事態とのマトリクス 

    目標１ 目標２ 目標３ 目標４ 目標５ 目標６ 目標２ 目標８   

    1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 2-6 3-1 4-1 4-2 5-1 5-2 6-1 6-2 6-3 7-1 7-2 7-3 8-1 8-2 8-3 8-4 8-5 

  

  

地
震
等
に
よ
る
建
築
物
の
大
規
模
倒
壊
や
火
災
に
よ
る
死

傷
者
の
発
生
（
二
次
災
害
含
む
） 

大
規
模
津
波
等
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発
生 

突
発
的
又
は
広
域
か
つ
長
期
的
な
市
街
地
等
の
浸
水
に
よ

る
多
数
の
死
傷
者
の
発
生 

大
規
模
な
土
砂
災
害
（
深
層
崩
壊
）
等
に
よ
る
多
数
の
死
傷

者
の
発
生 

暴
風
雪
や
豪
雪
等
に
伴
う
死
傷
者
の
発
生
（
二
次
災
害
を
含

む
） 

被
災
地
で
の
食
料
・
飲
料
水
・
電
力
・
燃
料
等
、
生
命
に
関

わ
る
物
資
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
停
止 

多
数
か
つ
長
期
に
わ
た
る
孤
立
地
域
等
の
同
時
発
生 

自
衛
隊
、
警
察
、
消
防
等
の
被
災
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
途
絶
等
に

よ
る
救
助
・
救
急
活
動
の
絶
対
的
不
足 

想
定
を
超
え
る
帰
宅
困
難
者
の
発
生
、
混
乱 

医
療
施
設
及
び
関
係
者
の
絶
対
的
不
足
・
被
災
、
支
援
ル
ー

ト
の
途
絶
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
途
絶
な
ど
に
よ
る
医
療
機

能
の
麻
痺 

劣
悪
な
避
難
生
活
環
境
、
不
十
分
な
健
康
管
理
に
よ
る
、
被

災
地
に
お
け
る
疫
病
・
感
染
症
等
の
大
規
模
発
生
、
並
び
に

被
災
者
の
健
康
状
態
の
悪
化
・
死
者
の
発
生 

行
政
機
関
の
職
員
・
施
設
等
の
被
災
に
よ
る
機
能
の
大
幅
な

低
下
及
び
治
安
の
悪
化
、
社
会
の
混
乱 

防
災
・
災
害
対
応
に
必
要
な
通
信
イ
ン
フ
ラ
の
麻
痺
・
機
能

停
止 

災
害
時
に
活
用
す
る
情
報
サ
ー
ビ
ス
が
機
能
停
止
し
、
情
報

の
収
集
・
伝
達
が
で
き
ず
、
避
難
行
動
や
救
助
・
支
援
が
遅

れ
る
事
態 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
寸
断
等
に
よ
る
地
元
企
業
の
生
産

力
低
下 

食
料
等
の
安
定
供
給
の
停
滞 

電
気
・
石
油
・
ガ
ス
・
車
両
燃
料
等
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
機

能
の
長
期
停
止 

上
下
水
道
等
の
長
期
間
に
わ
た
る
供
給
停
止 

基
幹
的
交
通
及
び
地
域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機
能
停
止 

防
災
施
設
の
損
壊
・
機
能
不
全 

有
害
物
質
の
拡
散
・
流
出
に
よ
る
国
土
の
荒
廃 

農
地
・
森
林
・
河
川
等
の
被
害
に
よ
る
国
土
の
荒
廃 

大
量
に
発
生
す
る
災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞
に
よ
り
復

興
が
大
幅
に
遅
れ
る
事
態 

復
興
を
担
う
人
材
等
の
不
足
や
、
よ
り
良
い
復
興
に
向
け
た

ビ
ジ
ョ
ン
の
欠
如
等
に
よ
り
復
興
で
き
な
く
な
る
事
態 

地
盤
沈
下
等
が
広
域
・
長
期
に
わ
た
り
、
復
興
が
大
幅
に
遅

れ
る
事
態 

貴
重
な
文
化
財
や
環
境
的
資
産
の
喪
失
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
の
崩
壊
等
に
よ
る
有
形
・
無
形
の
文
化
の
衰
退
・
損
失 

事
業
用
地
の
確
保
、
仮
設
住
宅
・
仮
店
舗
・
仮
事
業
所
等
の

整
備
が
進
ま
ず
復
興
が
大
幅
に
遅
れ
る
事
態 

方針 施策 

１
：
産
業
を
振
興
し
町

民
所
得
を
向
上
さ
せ

る
ま
ち
づ
く
り 

１：おおつちの自然を活かし、継

承する一次産業の実現 

              
● ● 

     
● 

  
● 

  

２：働きやすく骨太なおおつちの

商工業の推進 

              
● 

            

３：おおつちらしい観光物産戦略

の展開 

                           

２
：
健
康
で
ぬ
く
も
り
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り 

１：地域福祉の推進 

                           

２：子育て環境の充実 

                           

３：健康づくりの推進 

         
● ● 

                

４：高齢者支援の推進 

           
● 

           
● 

   

５：障がい福祉の推進 

                           

６：医療の充実 

         
● ● 

                

３
：
学
び
が
ふ
る
さ
と
を
育
て
ふ
る
さ

と
が
学
び
を
育
て
る
ま
ち
づ
く
り 

１：生涯を通してつながる学びの

推進 

                           

２：地域へと広がる魅力的な学び

の場づくり 

          
● 

            
● 

 
● 

 

３：町民の学習活動の推進 

                         
● 

 

４：学ぶ環境の整備 

                  
● 

        

５：震災伝承による防災文化の醸

成 
● ● ● 

        
● 

 
● 

         
● 

 
● 

 

４
：
安
全
性
と
快
適
性
を
高
め

る
ま
ち
づ
く
り 

１：災害に強いまちづくりの推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
 

● ● ● ● 
 

● ● ● 
 

● 
 

● 
    

● 
２：良質な自然環境の保全と環境

衛生の向上 

                    
● 

 
● 

    

３：快適な住環境の実現 

     
● 

     
● ● ● 

   
● 

    
● 

 
● 

  

４：利便性の高い交通ネットワー

クの整備 

      
● 

      
● ● 

  
● ● 

     
● 

  

５
：
将
来
を
見
据
え
た

持
続
可
能
な
ま
ち
づ

く
り 

１：協働による地域・まちづくり

の推進 
● ● ● ● 

 
● 

 
● 

   
● 

 
● 

         
● 

 
● 

 

２：健全な財政運営の推進 ● 
       

● 
          

● 
       

３：成果を重視した行政運営の構

築 

           
● ● ● 

            
● 

６
：
未
来
に
つ
な
げ
る
着
実
な

復
興
ま
ち
づ
く
り 

１：事業者の本設再建と産業の再

生 

                           

２：支え合い誰もが暮らし続けら

れる地域社会づくり 

                           

３：未来の大槌人の育成/文化の

再生と知の継承 

                           

４：魅力ある持続可能なまちづくり/地

域資源としての風景の再生 
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４ 起きてはならない最悪の事態の様相の例示 

  起きてはならない最悪の事態について、どのような状況を指すかを分かりやすくするため、それぞ

れに様相の例を設定しました。 

目標１：人命の保護を最大限図る 

 

1-1 地震等による建築物の大規模倒壊や火災による死傷者の発生（二次災害を含む） 

●太平洋沖地震や直下型地震等の発生により、町全域で強い揺れに見舞われた。 

●耐震化が不十分でかつ店舗や病院等の不特定多数の方が利用する建造物が倒壊した。 

●学校や老人ホーム等の避難に配慮を必要とする方が利用する建造物が倒壊した。 

●建物の倒壊は免れたが、棚などの落下やブロック塀の倒壊等が発生したことにより、人的

被害が発生するとともに、避難路となるべき道路が塞がれ、避難が困難になった。 

●店舗や病院等の不特定多数の方が利用する建造物で火災が発生した。 

●学校や老人ホーム等の避難に配慮を必要とする建造物で火災が発生した。 

●地震や津波等によって、漏電、ガソリンスタンドの破壊、交通道具の燃料漏れなどにより市

街地の各地で火災が発生した。 

●断水や交通麻痺によって消火活動が十分にできず、延焼が拡大した。 

1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

●太平洋沖地震の発生により津波が襲来し、河川を遡上した。 

●地震により海岸や河川の堤防が損壊したため、津波が内陸部まで到達した。 

●大規模津波により船舶が流出し、市街地の損壊等を引き起こした。 

●実際の津波の高さと町内放送で発信された津波の高さに大きな差があったため、住民の

避難行動の開始に遅れが生じた。 

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

●大型台風の発生により、河川の水位が増し、堤防の越水又は決壊が発生した。 

●住家等の浸水被害が多数発生した。 

●医療機関・社会福祉施設等に浸水被害が発生した。 

1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生 

●台風等の激しい降雨により、がけ崩れや地すべり、土石流等が発生した。 

1-5 暴風雪や豪雪等に伴う死傷者の発生（二次災害を含む） 

●豪雪により家屋から外出不能になるとともにライフラインがストップした。 

●暴風雪で視界が悪い中、車で外出し、交通事故が発生した。 

目標２：救助・救急、医療活動が迅速に行われる 

 
 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

●大規模災害による道路の寸断等の理由によって、支援物資の搬入が想定以上に滞る状

況下でありながら、食料・飲料水等の備蓄の在庫がなくなった。 
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2-1 ●緊急輸送道路が津波やがけ崩れ等により通行不能となり、被災地への物資輸送が困難と

なった。 

●帰宅困難者が指定避難所等に殺到し、飲料水・食料等の供給が不足した。 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

●同時多発的な山間部の道路斜面の崩壊、橋梁の落橋等による道路の通行困難により、

多数の孤立集落が発生した。 

●道路の復旧に時間を要し、それに伴いライフラインの復旧工事も長期化し、孤立の解消

に時間を要した。 

2-3 自衛隊、警察、消防等の被災・エネルギー途絶等による救助・救急活動の絶対的不足 

 ●広域的かつ甚大な被害が出たため、国や県等の支援が分散し、必要な支援を受け

られず、当面の間、独自に救助活動を行なわなければならない状況になった。 

 ●被災後に火災が発生したが、消防車両や消火栓等も被災して使用不能となってお

り、満足な消火活動ができなかった。 

2-4 想定を超える帰宅困難者の発生、混乱 

●道路や鉄道の寸断や自宅の損壊等により、避難所から自宅に戻ることができなか

った。 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ

る医療機能の麻痺 

●地域の医療機関の多くが被災し、施設の使用が不可能となった。 

●医療従事者の被災や、医薬品、医療資機材の不足等により、医療の提供自体が困難に

なった。 

●断水や停電等により、治療が困難になった。 

●被災していない医療機関へ患者を輸送しようとしたところ、道路の寸断や輸送手段の不足

により搬送ができなかった。 

2-6 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、被災地における疫病・感染症等の大規模

発生、並びに被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

●避難所等での集団生活によりインフルエンザ等の感染症が大規模発生し、免疫力が低下

している高齢者や幼児が重症化した。 

●支援物資の不足により、避難所での生活において、衛生・栄養面が十分に確保できず、

健康状態の悪化に繋がった。 

目標３：必要不可欠な行政機能を確保する 

 
 

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下及び治安の悪化、社会の混乱 

●職員に多くの死傷者が出た。 

●多くの職員が出勤できない事態が発生し、出勤可能な職員においても、道路状況や余震

による津波の再来襲の危険等、施設に近づくことができない状況に陥った。 
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3-1 ●行政機関の建物及び施設が使用不可能となったことから、行政機能が機能不全となっ

た。 

●被災による停電や浸水等により信号機が滅灯したことや、警察等の交通誘導に当たる人

員の不足等により、道路交通が無秩序に陥り、事故が多発した。 

目標４：必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 

 
 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

●発電所、変電所等の被災により電力の提供が停止し、通信インフラが停止した。 

●通信施設の被災により、電話やメール、インターネット等が不通になった。 

4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救

助・支援が遅れる事態 

●町内全域が強い揺れに見舞われたことや、大型台風襲来による通信手段の断絶により、

住民の避難行動の開始に遅れが生じた。 

●通信インフラの遮断により被災状況の情報収集に時間を要し、そのため必要な支援要請

ができなかった。 

目標５：経済活動を機能不全に陥らせない 

 
 

5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下 

●交通網の寸断により部品の調達等ができなくなり、地域の企業の生産力が大きく低下し

た。 

●工場等の施設が被災したことにより、生産ラインの稼働が停止した。 

●発電所や変電所が被災し、また交通網の寸断により燃料の受入れが出来ず、社会経済

活動が停滞した。 

5-2 食料等の安定供給の停滞 

●災害により、農村や漁村地域に深刻な被害が発生し、農水産物等の供給が停止した。 

●交通網の寸断により、町内外からの食料物資の供給が停滞した。 

目標６：必要最低限のライフライン等を確保するとともに、早期復旧を図る 
 

6-1 電気・石油・ガス・車両燃料等のエネルギー供給機能の長期停止 

●電柱等の送電インフラの被災により電気の供給が停止した。 

●ガス会社が被災することにより、ガスの供給数が不十分になった。 

6-2 上下水道等の長期間にわたる供給停止 

●地震等により町内の各地で上下水道等の配管が損壊した。 

●津波等により、上水道の取水施設が損壊し、機能停止した。 

●交通網の寸断により、町外からの給水車の支援が受けられなかった。 

6-3 基幹的交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

●高規格幹線道路や緊急輸送道路が甚大な被害を受け、町内各地で通行不能となった。 

●鉄道網も大きな被害を受け、長期使用不能となった。 

●津波等によって、船舶の喪失や、損壊やがれきの堆積による漁港の機能不全が発生し

た。 
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目標７：制御不能な二次災害を発生させない 

 

7-1 防災施設の損壊・機能不全 

 ●台風等により、砂防ダムが決壊し、下流にあった家が土砂災害に遭った。 

 ●台風等により、堤防が決壊し、河川の氾濫が起こった。 

 ●台風等による増水で河川堤防が削られたものの、土地所有者の特定等に時間がか

かり、修繕に取り掛かれない状況が続いた。 

7-2 有害物質の拡散・流出による国土の荒廃 

 ●地震等により建築物が倒壊し、アスベスト等が拡散した。 

 ●ガソリンスタンドが被災することで、危険物が流出、拡散した。 

7-3 農地・森林・河川等の被害による国土の荒廃 

●地震や津波、台風、集中豪雨等により大規模な崩壊が発生し、山間部の農地や山林が

大きな被害を受け荒廃した。 

●降雨により森林の表土が流出、浸食が進行し、山腹崩壊を引き起こした。 

●農地・農業用施設が被災することで営農の継続が困難となり、農地の荒廃が進展した。 

目標８：社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する 

 
 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

●津波等により災害廃棄物が大量に発生し、仮置場の設置が間に合わないだけでなく、広

域処理の調整が付かず、被災地で処理しなければならない状態となり処理が長期化し、

復旧・復興が大幅に遅れた。 

8-2 復興を担う人材等の不足や、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる

事態 

●津波等により、特に道路啓開等を行うための人材、重機等が打撃を受け、かつ被害が広

域であり他市町村からの支援も困難であったため、交通面の復旧が大幅に遅れた。 

●警察も被害を受けた上、人命の救出に優先的にあたっていたことから、被災地域のパトロ

ールが手薄となり治安が悪化したことや、長期の避難生活による地域コミュニティの崩壊

等により地域住民の合意形成が進まないことから、まちづくりなどの復興作業が大幅に遅

れた。 

8-3 地盤沈下等が広域・長期にわたり、復興が大幅に遅れる事態 

●大規模地震等により地盤が大きく沈下し、臨海部の住居が浸水した 

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰

退・損失 

●無形文化財の担い手が被災し、また長期の避難生活により無形文化財のコミュニティが

崩壊したことにより、貴重な無形文化財の衰退が進行した。 

●地震による沈下により砂浜等の観光資源が喪失したことにより、地域の交流人口が減少し

た。 
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8-4 ●地震・津波等により有形・無形の文化財が失われることにより、祭り行事などが停止し、地

域コミュニティの復興に支障が生じた。 

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

●地震等により住宅が著しく損壊し、応急仮設住宅等の建設候補地が公有地だけでは不

足した。 

●民有地の所有者等の特定に多大な時間を要し、応急仮設住宅の建設が遅れた。 
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